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一　　　はじめに
　スウェーデンが、1931－1933年の深刻な不況からの脱出を求めて、政府
の明確な意思の下に、スウェーデン的な混合経済型の計画・組織化され
た資本主義経済体制の構築の道を本格的に模索し始めたのは、社民党が
政権の座に就いてからであった。
　この時期に同党がその経済政策目標の実現のために導入した様々な制
度の中でも、本稿で問題とする有形固定資産とりわけ機械・設備のいわ
ゆる「自由償却制度」は、既に別稿で考察した「投資準備金制度」と並
んで、同党が企業会計を景気調整的な手段として積極的に機能させるこ
とを狙った野心的な制度であり、一時期、国際的にも注目された。
　スウェーデンは、「自由償却制度」の導入に先立つ1920年代とりわけ
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1921－1922年の不況の後、経済合理化運動の時期を迎えた。巨大な私的企
業による峻烈な経営合理化競争が、会計実務にもたらした特徴的な現象
の一つは、機械・設備の「1クローネ勘定」・秘密積立金の形成という現
象であった。自由償却制度は、後述のように、政府の意図はどうあれ、
こうした会計実務を事後的に税務上正式に承認するためにその実施手続
きを整備し、なお一層、大規模に普及・定着させる結果となった。もと
より政府が、「投資準備金制度」と同様に、このような会計制度（租税制
度）を制定した狙いは、しばしば、税務当局と私的企業との間で反復さ
れてきた、機械・設備の耐用年数の査定をめぐる抗争に終始符をうち、
私的企業の「企業財務の強化」を図りそれによって不況対抗的な経済体
制の構築の一端に資するということであった。その限りそれは、政府の
立場からすれば、税制を明確に景気変動の調整・回避の用具の一つとし
て利用するという意思の現れであった。とはいえそれは、私的企業の立
場からすれば、「企業財務の強化」により「損益調整」・期間利益と配当
の平準化という名目の下に、殆ど無制限に近い恣意的で自由な償却によ
る内部留保と設備投資の持続・拡大を文字通り合法的に行うことができ
る制度であった。
　この制度の制定後間もなく勃発した第2次世界大戦によって、ス
ウェーデンも時経済体制に入った。同国は、矛盾と苦渋に満ちた中立政
策によって直接的な戦禍より免れた。同国の学識経験者達が、この制度
の導入の過程で予測していたような深刻な戦後不況は、到来しなかろた。
同国の経済は、対内的・対外的な理由で、戦後間もなく予想外の好況期
を迎えた。既にこの制度の導入過程で、この制度それ自体に内在するイ
ンフレ助長的な危険1生が指摘されていたが、この危惧感は、間もなく顕
在化した。そのため政府は、1950年代に入り、当面、暫定的に、そして
1950年代中葉には当時としては恒久的’に、この制度の仕組みを部分的に
手直しして「自由償却」の権利を一部制限する措置を講じた。それでも
この制度は、政府の政策的な意図とは裏腹に、私的企業が旧来どおりに
279
或いはそれ以上に、機械・設備の自由で弾力的な償却を続けることに味
方した。この制度は、1990年代初頭における税制改革一それは、世界
的な税制改革の流れに沿いながらも、なお基本的には分権的な福祉国家
の発展を指向した　　の下で、「投資準備金制度」も含む一連の旧来の準
備金制度の廃止と新しい準備金制度の制定という動向にも拘わらず、
30％定率法の容認という形で原則的に継承された。
　この小稿は、「自由償却制度」が、スウェーデン的な混合経済型の計画・
組織化された資本主義体制の生成期における、会計制度（租税制度）の
一つとして、「投資準備金制度」と同様に導入されたということを念頭に
おききつつ、さしあたり次の二つの問題を明らかにすることを研究課題
とする。即ち第一は、スウェーデンが、20世紀初頭頃よりこの「自由償
却制度」という税務制度を導入するまで、同国の私法上の減価償却規定
（「1910年株式会社法」§56及び「1929年会計法」§9）及び税法上の減価
償却規定（「1910年所得一及び財産税法令」及び「1929年地方所得税法」
§29）の形成過程とその内容を概観することである。第二は、それを踏ま
えて1938年に導入された「自由償却制度」の基本的な仕組みとその後の
制限措置の内容を明らかにすることである。
　その伏線にあるのは、これまで取り組んできた同国の会計問題に関す
る歴史的な研究の結果と併せて、このような研究課題の解明を通じて、
今後、スウェーデン的な混合経済型の会計の特性とその限界を考察する
手掛かりの一つにしたいという問題意識である。
1．スウェーデンにおける減価償却規定（1900－1945年）
　　：概観
1．1．スウェーデンにおける減価償却概念の萌芽
文献上、スウェーデンにおいて「減価償却」（avskrivning）或いは「減
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価償却する」（att　skriva）という言葉が始めて使用されるようになった
のは、1600年代であった（1）。それは、債権・債務を「無効にする」（att
annullera）ことを意味した（2》。時期的には確定できないが、この言葉は、
次第に「会計制度」（rakenskapsvasendet）上の用語となり、さしあたり
広く一般に「過去に記帳した簿記上の諸項目の［価値］を減少させるこ
と」を、後には「資産の価値が減少したことを考慮して、資産の簿価の
切下げをすること（nedsattnig　av　en　tillgδngs　bokf6rda　varde）」を意
味した（3）。同国で「減価償却」或いは「減価償却する」という言葉をいわ
ゆる設備資産に限定し、設備資産の「計上された価額の規則的・計画的
な引下げ」（en　regelbunden　och　planmassig　nedsattning　av　det
redovisade　vardet）を意味するものとして始めて使用するようになった
のは、1700年代の末葉であった（4）。当時、このような意味での減価償却の
対象となった資産は主として建物であった。この場合でも建物の「簿価’
の切下げ」について一般に最も正しい処理法として考えられていた方式
は、建物の調達価額を調達の初年度に全額帳消しにし（att　avf6ra）、そ
の「価額の規則的・計画的な引下げ」という意味での減価償却を経営成
績の悪い年度における「緊急手段」として利用するということであっ
た⑤。このような一般的な考え方に対して、例えば、同国で当時既に著名
であった鉱山会社「Garpenbergs　bruk社」の1785年の帳簿（6）は、「幾つ
かの建物勘定に対して一定の比率による規則的な減価償却」を実施して
いた（7）。同国の産業界が、同社のような減価償却実務を一般的なもめとし
て認識し始めるようになったのは、およそ1世紀近く経った1870年代か
らであった（8）。とはいえ同国の産業界が、1800年代末葉に一般的・傾向的
に減価償却の本質をどのようなものとして認識し、それに基づいてどの
ような減価償却をしていたか、それは、余り定かではないが、1900年代
に入ってさえ、企業は、時として減価償却を全くしないか、それをする
場合でも余りにも小額過ぎることも決して稀ではなく、企業が減価償却
をするか否か、或いはそれをするとすれば償却額をどの程度にするかと
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いう問題は、概して株主総会に対する企業の利益分配政策と結合してい
たといわれる（9）。同国の産業界が、このような減価償却実務から転じて、
「規則的な減価償却」（regelbundna　avskrivningar）を定期的な決算書
を作成するために純損益を確定するのに先立って実施するべき「全く普
通な現象」（enhelt　normal　f6reteelse）として認識するようになったの
は、「1910年株式会社法」（1910Srs　aktibolagslag）§56が、資産の評価
原則に関して明瞭な規定を導入してからであった（1°｝。
1．2．スウェーデンにおける私法上の減価償却規定の沿革
　　（1900－1945年）：概観
　スウェーデンにおける会計帳簿に関する最も古い法規定は、「1855年の
商業帳簿及び商業計算書類に関する法令」（1855　Srs　f6rodning　om　han－
delsb6cker　och　handelsrakningar）である（ll）。その委細は別として、こ
の法令は、商人或いは事業家に対して商業帳簿の作成を義務付けたス
ウェーデンにおける最初の法令であった。この法令は、この点で後の時
代になって各界よりスウェーデンの近代会計関連法規の形成にとって極
めて画期的な法令として評価され、「1895年株式会社法」（1895ars
aktiebolagslag）の制定以来、「1910年株式会社法」を経て「1929年会計
法」（1929　Srs　bokforingslag）の登場まで、しばしば引き合いにだされ
てきた。とはいえこの法令は、貸借対照表上の資産評価に関する規定を
具体的に定めたものではなかった（12）。
　「1895年株式会社法」は、株式会社の制度的な承認のための法的支柱
の一つとして設立に関する準則主義を導入した（13）。その制度的な承認の
もう一つの法的支柱である全社員有限責任制を原則的に承認したのは、
それより古い「1848年株式会社法」（1848ars　aktiebolagslag）であっ
た（14）。「1895年株式会社法」は、全条文§81条に及ぶ法規であったが（15）、
貸借対照表の作成の場合適用されるべき評価規定の問題には全く言及せ
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ず、それを「1910年株式会社法」（1910　firs　aktiebolaglag）に先送りし
た。その理由は、この問題に関する諸外国とりわけドイツの失敗を考慮
したからであったといわれている（16）。
　「1910年株式会社法」は、総体として、上記の「1895年株式会社会社
法」の近代化を図り、「1944年株式会社法」（1944　ars　aktiebolagslag）
の改正まで、およそ30年以上にわたり、機能してきた（17）。
　「1910年株式会社法」§56は、先ず会社の資産をその「実際の価額」（det
verkliga　vardet）、或いはその調達または製造のために要した原価に対
応する価額を上回る金額で貸借対照表に計上することを禁止した。その
上で§56は、決算に先立って、設備資産については耐用年数或いは利用ま
たはそれに匹敵しうる原因によって発生する減価を考慮して、取得原価
または製造原価を基礎として「規則的な減価償却」をするべきことを規
定した（18）。因みにいえば、この§56は、設備資産に対する改良費即ち資本
的支出による貸借対照表上の「当該資産の［薄価の］切上げ」（hoijning
av　ifragande　tillgSngar）以外、「簿価の切上げ」（uppskvirning　av　ifrS
gande　tillgδngar）を禁止していた。既述のように、1900年代に入ってさ
え同国の企業が、時としては減価償却を全くしないか、それをする場合
でも余りにも小額過ぎることも決して稀ではなく、企業が減価償却をす
るか否か、或いはそれをするとすれば償却額をどの程度にするかという
問題は、概して株主総会に対する企業の利益分配政策と結合していたと
いわれた。そのため、「1910年株式会社法」§56が減価償却に関する規定
を盛り込んだとき、各界の識者達は、この規定を「スウェーデンの良き
商業実務」（god　svensk　affarspraxis）の指標として一般に高く評価し
た㈹。とはいえ§56が規定する減価償却は、せいぜい財産計算上のそれと
して、「当該資産の帳簿価額の本来的な減価」（den　egentliga　vardened－
sattningen　av　tillgdngens　bokf6rda　varde）を、「複式簿記の場合［当
該］資産勘定に貸方記入すること」（vid　dubbel　bokf6ring　krediteringen
av　tillgangskontot）を意味したに過ぎなかった（2°）。同国で損益計算上の
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減価償却したがってまた「減価償却のより一層抽象的な費用としての性
格」（avskrivningens　mera　abstrakta　kostnadskaraktar）が強調され
るようになり、減価償却費を費用（コスト）として損益計算書に計上す
るようになったのは、かの「動態的な貸借対照表観」（den　dynamiska
balansuupfattningen）が浸透し、決算の場合「損益計算」
（resultatredovisningen）が主要な関心事となるようになってからで
あったといわれる（21）。そして抽象的なコスト概念としての減価償却概念
の形成を一層発達させたのは、「内部原価会計」（den　interna　kostnads－
redovisningen）の領域の発達であった（22）。
　当時の産業界の人々は、「1910年株式会社法」§56を概して資産の過大
評価（及び負債の過少評価）を禁止した評価の上限を定めた規定として
解釈し、次項でみるように、「1クローネ勘定」・秘密積立金の形成を正
当化する法的根拠として利用していた。後述の「1944年株式会社法」§100
の規定とその解釈論の展開は、その延長線上で姐上に上った問題であっ
た。
　「1910年株式会社法」§56は、その後同法の部分的な手直しにも拘わら
ず、「1944年株式会社法」（1944ars　aktiebolagslag）の改定に伴ってそ
の§100に継承された（23｝。1938年に導入された「自由償却制度」は、その
後間もなく勃発した第2次世界大戦によって普及・定着を阻まれ、この
制度が本格的に機能するようになるのは、終戦後であった。その点より
この「1910年株式会社法」§56（そしてまた後の「1944年株式会社法」§
100）は、少なくても「自由償却制度」の制定以来それが本格的に機能す
るようになる戦後から1970年代の新株式会社法の制定まで、減価償却に
関する私法上の規定として一定の地位を占めた。（「1944年株式会社法」
§100については後述。）
　「1910年株式会社法」§56（そしてまた後の「1944年株式会社法」§100）
と共に、減価償却に関する私法上のもう一つの主要な規定は、「1929年会
計法」（1929ars　bokforingslag）§9であった（24）。
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　「1929年会計法」は、その制定以来、スウェーデンの私法上の「会計
規制の基礎」として存在してきた（25）。同法は、その基本的な理念として
債権者保護を措定した。同法が、債権者保護を基本的な理念として措定
したことは、同法が、さしあたりは「1855年商業帳簿及び商業計算書類
に関する法令」或いは更に逆上れば「1734年一般法」の部分法典として
組み込まれた「商法典」の制定以来㈹、提起されてきた様々の諸問題と
その時々に発布されてきた諸法令の流れの延長線上にあったことを想起
すれば、それなりの妥当性をもつものであった。同法は、その適用範囲
を株式会社等法人企業はもとよりそれ以外のあらゆる企業形態を対象と
することによって、「1910年株式会社法」よりももっと、「一般的な性
格」（27）を備えていた。同法は、そのような理念の下に、いわゆる「慎重な
原則」（f6rsiktighetsprincipen）を標榜しつつ、評価規定の目的を「様々
な資産が記載される場合その上限（en　6vre　grans）を示す」ことにおい
た㈹。ここでは「慎重な原則」は、同法の最も重要な要請即ち「財務諸
表は良き会計慣行（god　redovisningsed）を維持するべきである」（29）とい
う要請を表明するといわれた。同法は、後の時代になって各界より評価
に関する詳細な規定を欠落していたと論評された㈹。それでも同法§9
は、財産目録及び貸借対照表作成の場合遵守されるべき主たる原則とし
て、「1910年株式会社法」§56の内容を踏まえて、資産評価はその「実際
の価額」を超えてはならないことを規定した上で、設備資産は原価マイ
ナス減価で評価するべきことを明記した（31）。但し同法は、簿価の切上げ
については、直接的に禁止せず、「良き商人の慣行を遵守する諸規定」
（bestammelserna　om　iakttagnde　av　god　k6pmannased）を二考慮して、
これを阻止することを念頭においており、それのみならず損益計算に影
響を与えるあらゆる簿価の切上げも阻む内容のものとなっていたといわ
れる（32）。概して「1929年会計法」§9における減価償却問題の取扱は、非
常に簡略であった。その理由は、当時の立法者達の考えによれば、「設備
資産は企業資産の中でも特別な地位を占めており、……設備資産の評価
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に関する一般的な規則を緩和し、……設備資産の評価の場合一定程度の
自由（en　viss　frihet　vid　vardeingen　av　anlaggningstillgSngarna）を承
認」㈹した方がよいということであった。
　だがまたここで注目するべき点は、この「1929年会計法」の制定の1
年前に、法人所得税の決定のための基本的な規則を始めて定め（34）、後に
は「自由償却制度」の問題とも密接に関わるようになる「1928年地方所
得税」（1928　ars　kommunalskattelag）§29は（35）、「1929年会計法」の制
定をつうじて財務会計との密接な関係を維持するようになったことで
あった（36）。「1928年地方所得税法」の基本原理は、税務上も利益の測定尺
度が存在し、それは、財務会計上の測定尺度であるということであった。
そしてこの考えは、現在まで継承されている。即ち・「財務会計上の諸規
則は、税法が別段の規定をすることがなければ、遵守されるべきであ
る。」（37）但しここでも固定資産の減価償却については例外とされた。
　「1944年株式会社法」は、総じて「1910年株式会社法」の制定以後の
スウェーデンの経済社会の発展動向と第2次世界大戦後の同国の経済再
建を射程に入れた改正法であった。とりわけ1920年代不況期の同国の経
済合理化（例えば、合併・吸収等の企業淘汰と多国籍企業化等）㈹は連結
財務諸表に関する規定の導入（§104）となり、1929年恐慌に伴う1930年
代のクロイゲル社の倒産に伴う粉飾経理の発覚㈹は、監査制度の強化に
繋がる規定（§169）の導入となった（4°）。
　「1944年株式会社法」§100は、資産評価について、「会計法に規定され
ている事柄と並んで、株式会社の財産目録、貸借対照表及び損益計算書
に対しては、次の規定が適用される」（41）と述べ、株式会社の場合設備資産
の評価及びその減価償却は、この規定の制約をうけることを指摘した。
　同法§100は、先ず、設備資産の貸借対照表価額は、最高限調達原価或
いは製造原価で計上されるべきこと、設備資産に対する減価償却費が、
「適切な減価償却計画」（lampliga　avskrivningsplan）にしたがって、毎
年、計上されるべきこと、この減価償却計画は、設備資産の耐用年数及
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び利用或いはその他これに匹敵しうる原因で発生する、設備資産の「減
価」を基礎として樹立するべきこと、この場合でも、資産の「実際の価
額」は、減価償却後の未償却残高を上回ってはならないことを規定し
た（42）。（§100の前段の規定。）同法§100は、続いて、設備資産の「実際の
価額」が、一時的であるとは思われない理由で「適切な減価償却計画」
によって算定される「帳簿価額」（det　bokf6ringsvardet）よりも相当程
度低くなっている場合、「簿価の切下げ」（nedskrivning）をするか、「適
切な減価償却計画」にしたがって計上された計画的な減価償却費の引上
げ・増大をするべきこと、但し、それは、「一般的な簿記の諸原則及び良
き商人の慣行」（allmanna　bokf6ringsgrunder　och　god　k6pmannased）
に合致していることを条件とすることを規定した（43）。（§100の後段の規
定。）そしてそのような処理をしてもなお計上された減価償却費が、「一
般的な簿記の諸原則及び良き商人の慣行」に照らして十分であると見な
されない場合（44）、「特別償却」（extra　avskrivning）を行うべきことを規
定した㈹。
　当時の識者達は、産業界の人々が、「1944年株式会社法」§100を様々に
解釈することによって、恣意的な減価償却実務を慣行化している現状を
指摘し、専門家としての立場よりこの現状について次のように論評した。
　産業界の人々によれば同法§100の前段の規定は、実務上、しばしば、
設備資産の「実際の価額」が、明らかに「帳簿価額」よりも高ければ、
株式会社が「計画減価償却」（den　planenliga　avskrivningen）をしない
か、或いは減価償却の計上を一定の期間中止・または延期するか、或い
は減価償却費を引下げ、それが「減価償却計画」（avskrivningsplanen）
に基づいて計上される減価償却費の額より乖離するようになることも許
容する規定であると考えられている。だがまたこれとは逆に、株式会社
が特に高利潤を手にした年度に、「減価償却計画」によって計上される減
価償却費の額を上回って、株式会社の財政状態をより一層強化するとい
う名目で、「特別償却」をすることも可能であるといわれている。しかも
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このような手法は、いわゆる「一般的な簿記の諸原則及び良き商人の慣
行」によるものとして、社会的にも承認してもよいと主張されている。
とはいえ年次減価償却費は、「営業費」に相当し、その点で減価償却は、
当該年度の営業成績の如何に拘わらず毎決算期に実施するべきである。
即ち「設備資産の調達価額は、企業経済学的には、営業費一それは、
当該資産が利用されると概算される期間中の事業活動に配分されるべき
であるが一であることを考慮すれば、……産業界の人々が法規に適っ
たものとして実務上承認している上記のような手続きは、一般的な簿記
の諸原則及び良き商人の慣行に一致しないように思われる。」㈹した
がってその濫用は、慎むべきである。
　産業界の人々によれば、同法§100の後段の規定は、実務上、しばしば、
「減価償却計画」が適用される期間が余りにも長過ぎて、この計画に織
り込まれた耐用年数が、現実にそぐわなくなるという理由で、「減価償却
計画」の変更・調整或いは簿価の切下げをするための法的根拠として利
用しうる。同法§100の前段の規定に対する産業界の人々の解釈は論難さ
れるべきであるが、機能的減価を惹起する生産方法の変化・新しい科学
技術の開発・発明等の不断の技術革新の進行は、市場競争原理の下で不
可避的である以上、産業界の人々が説くようなこのような措置は、法解
釈論としても事実問題としても、承認されるべきである。この場合、「調
整された減価償却計画にしたがって」（enligt　en　jamkad　avskrivnings・
plan）引き続き減価償却をすることが、「一般的な簿記の諸原則及び良き
商人の慣行」に背反するという批判があるとすれば、「直接的な特別償却」
（en　omedelbar　extraordinar　avskrivning）或いは「直接的な簿価の切
下げ」（en　omedlebar　nedskrivning）によって、これに対処するべきで
あり、減価償却計画の策定の場合予測不可能であった機能的減価の発生
によって、「当該資産が全く利用されなくなり、それを通じて総体として
損失が発生すれば、残存価額まで簿価の切下げがなされなければならな
い。」（47｝
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　このような論評から明らかなように、当時の識者達は、産業界の人々
に減価償却が設備資産の原価配分の手続であり、毎期継続して行うべき
ことを説くと同時に、機能的減価を重視する産業界の動向を擁護したの
であった。そしてこのような産業界の人々の法解釈論と識者達の見解は、
既述のように、「1910年株式会社法」§56が適用されていた頃から、長期
にわたって存続してきた支配的な見解であった。
　少なくても「1928年地方所得税法」§29及び「1929年会計法」§9が制定
されるまで、1920年代の私法上の減価償却規定は、「1910年株式会社法」
§56のみであった。この規定の下でも既に産業界は、その法解釈論を通じ
て、次項で簡単に一瞥するように、「1クローネ勘定」・秘密積立金の形
成等、設備資産に対する恣意的で自由な償却を半ば慣行的なものとして
いた。1938年の「自由償却制度」の導入は、設備資産の償却問題に関す
る産業界のこうした動向を、単なる法解釈論という間接的な形ではなく
て、直接的な形で公然と承認することを意味した。
1．3．1920年代の減価償却実務の一端：
　　の形成
「1クローネ勘定」と秘密積立金
　1938年に導入された税務上の「自由償却制度」は、いわゆる設備資産
に対する当時の私法上の減価償却規定と乖離する制度であった。「自由償
却制度」は、直ぐ後にみるように、この私法上の減価償却規定に対して、
当時のスウェーデン政府の一定の経済政策的な意図（耐用年数の査定を
めぐる税務当局と私的企業との抗争に終止符を打ち、私的企業の減価償
却に対するかなり大幅な自由裁量権を承認することによって企業財務を
強化し、不況対抗的な経済の構築に寄与させるという意図）（48）の下に、企
業サイドにいわゆる設備資産の減価償却について、若干の制限を付した
上で、大幅な自由裁量権を承認する制度であった。この「自由償却制度」
の基本的な枠組みとその後の制限措置をふりかえる前に、この制度の導
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入に先立つ時期とりわけ1920年代に、株式会社等法人企業が、上記でみ
たような私法上の減価償却規定に対して、実際にはどのような償却をし
ていたか。ここで簡単に一瞥しよう。
　「器機が貸借対照表に1クローネで記載されているような健全な企業
（solida　f6retag）の揚合には、器機勘定について全額償却すること（en
fullstandig　avskrivning　av　Verktygskontot）は、しばしば見られるが、
それは、設備資産の償却に関する最も適切な方法である。この方法は、
当該企業が、残存している旧式の器機に対して如何なる巨額な特別償却
をすることがなくても、最新かつ最良の器機を調達することを可能にす
る。秘密積立金（stilla　reserver）は、人々がしばしば貸借対照表につい
て要請する真実性（sanningsenlighet）及び明瞭性（tydlighet）［の原則］
と完全に一致するとみなすことはできないとしてしも、1クローネまで
全額償却すること……に対しては、如何なる反対もありえない。その理
由は、この種の慎重な決算政策（en　dyklig　f6rsiktig　bokslutspolitik）
は、余りにもしばしば行われる、器機勘定に対する過大評価（δvervarder－
ingen）及び当該年度の営業損益に基づいて、それに対応するべく行われ
る減価償却よりも、はるかに優れたものと……見なさなければならない
からである。」㈹
　上記の引用文は、当時のスウェーデンの公認会計士であり、スウェー
デン産業連盟傘下の「株式会社産業情報サーヴィス」（AB．　Industribyr
an）の経済組織部門の部長S．　Svenssonが1920年代後半に出版した一著
作「工業における減価償却の方法と固定資産台帳」（Seth　Svensson，　ln・
dustriella　Avskrivningsmetoder　och　Inventarieb6cker，1927）（50）によ
る。本著は、既述の「1855年の商業帳簿及び商業計算書類に関する法令」
の解説より出発して、いわゆる設備資産に関する減価償却の基本的・一
般的な思考とその計算原理・方法（例えば定額法と定率法等）を説明す
る。とはいえ折々かれは、いわゆる設備資産の減価償却問題に関する原
理的な説明に加えて、現実の償却実務は、有形固定資産の費用配分の方
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法とされている減価償却それ自体に内在する不確実性の他に、見積り耐
用年数の相当程度の恣意性（とりわけ機能的な減価を重視することによ
る耐用年数の短縮化）によることはもとより、決算手続上経営者の様々
な政策的な配慮が介入することによって原理的なものから多大に乖離し
ていくことを指摘する（51＞。
　「株式会社産業情報サーヴィス」は、既に別稿で指摘したように（52）、
スウェーデン近代会計学の形成上その始祖ともいうべき0．Sillen（53）が、
ストックホルム商科大学の助教授／教授として企業経済学の教育・研究
に従事すると同時に、この領域での実務家（公認会計士及びコンサルタ
ント）として産業界で指導的な役割を果たすための拠点（少なくても1930
年代に入って到来したクロイゲル帝国の崩壊による粉飾決算の発覚とそ
れに伴う「株式会社産業情報サーヴィス」からの退社まで）であった（54）。
同社が、スウェーデンの企業経済学及びその一環としての近代会計学の
形成・発展にとって果してきた一定の機能・役割を想起するとき、設備
資産の「1クローネ勘定」・秘密積立金の形成というS．Svenssonの指摘
は、同社を拠点としたかれの会計士としての実務的な経験によるものと
推定してもよいであろう。事実、かれは、同著の「5．決算書を作成す
る場合の減価償却問題と評価」の中で、次のようにいう、「減価償却［費］
を決定する場合、……何よりも先ず答えるべき問題は、……これまでの
経験によれば、企業が問題とする減価償却の対象となる資産は、どれだ
けの耐用年数をもっているかという問題である」㈹と。
　ところでこの著作が出版された当時、株式会社の減価償却に対して適
用されるスウェーデンの私法上の規定は、前述のように、「1910年株式会
社法」§56のみであり、それに対する産業界の一般的な法解釈は、この規
定を資産評価の上限を定めた規定に過ぎないということであった。S．
Svenssonもまた、それに倣った。即ちかれはいう、「この規定は、株式
会社に対して、減価償却の規模に関してかなり多大に自由に操作しうる
余地（spelrum）を与える。何故ならそれは、実施されるべき減価償却の
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計算とその［額の］決定について、或いは様々な種類の設備資産に対す
る減価償却の規模に関する何らかの確定的な最低限度について、より詳
細な諸規定を定めていないからである。この法律で言及されている減価
は、減価償却　　その規模は、調達価額を経験的に算定される利用期間
に割り当てすることを通じて決定されなければならないが　　を通じて
補償されなければならない」㈹と。
　上記の規定に関するこのような法解釈は、当時のスウェーデンの減価
償却実務における恣意性を制度的に承認する支柱であった。法規が、減
価償却の計算法の問題（例えば定額法と定率法の何れの方法を選択する
という問題）についても、最低限度の減価償却率の規模（例えば耐用年
数の見積とそれを規定する減価原因の限定）についても詳細な規定を定
めていないとすれば、これらの問題を処理するにあたって依拠するべき
ものは、減価償却問題に関するまさに「経験」それ自体しかない。当時
の同国の様々な産業部門における株式会社の公表貸借対照表によれば、
総体として減価償却率は、工場用建物1－2．5％、農場不動産0．5－5％、
機械5－25％、器機10－30％、器機10－50％、鋳型等類似のモデル20－50％
であったことが指摘されている（57）。それは、まさに「経験」或いは「経
験を通じて計算される利用期間」（耐用年数）という名の下で各個別企業
が適用するいわゆる設備資産の減価償却率を、如何なる産業部門のそれ
であり、また如何なる企業規模のそれであるかはここでは不明であると
しても、少なくてもかなりの幅のある、弾力的で恣意的なものにしてい
たことを示唆するであろう。S．　Svenssonはいう、「各々の工場について
みれば、［いわゆる設備資産の］利用とその維持に関する条件は、非常に
異なっているので、様々な工的企業については、商慣習上の減価償却率
（usancemassiga　avskrivningspercenter）は、殆ど確定することはでき
ない。それ故に、減価償却は、各々個別的に計算されなければならな
い」（58）と。本項の始めに引き合いにだした「1クローネ勘定」・秘密積立
金の形成という、1920年代のスウェーデンにおける減価償却実務の一端
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は、「1910年株式会社法」§56に対する上記のような法解釈論の下で広く
承認されていたのである。即ち「［当時の］人々は、法律によって減価償
却を一定の高さを超えて実施することは禁止されているという見解を
もって［いた］。スウェーデンの法律では、評価に関する諸規定は、株式
会社に対してのみ提示されているに過ぎず（「株式会社法」§56）、これら
の諸規定は、株式会社の資産の過大評価を禁止することを意図している。
これに対して決算の上でなされる過少評価については、如何なる規定も
全く存在せず、そのため法規の側面から、企業が、幾百万クローネもの
価額の資産を如何に低い金額で記載してもそれを阻むような障害物は存
在しない」（59）といわていたのであった。しかも減価償却率の恣意性は、既
に1920年代以前より納税申告の問題に絡んで社会的にも注目され、幾度
か国会でも動議事項となり、1915年にはスウェーデン産業連盟もまた、
議会に対して減価償却率表を提示するように、書簡で要請していたので
あった（6°）。そしてこうした「1クu一ネ勘定」・秘密積立金の形成という
いわゆる設備資産に関する当時のスウェーデンの会計実務の一端は、
1920年代の同国のいわゆる産業合理化運動と重なり合って進行し
た（61）。
　既述のように、1938年の「自由償却制度」という税務上の償却制度の
導入は、こうした1920年代におけるスウェーデンの減価償却実務の一端
にも垣間見ることができるような、産業界でしばしばなされていた恣意
的で自由な償却実務と税務上の課税所得算定のための償却控除との間で
生じていた抗争を、国家の財政的・経済政策的な見地より、解決しよう
とした制度であった（62）。
　それでは、このような私法上の減価償却規定に対して（そしてその一
般的な解釈論に対して）、当時、税務上の減価償却価規定は、「自由償却
制度」の導入までどのようなものであったか、次項で概観しよう。
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1．4．スウェーデンにおける税務上の減価償却規定の沿革
　　（1900－1945年）：概観
　近代スウェーデンにおいて、時期的に、税務上、償却控除を承認しよ
うとする兆候がみられるようになったのは、19世紀末葉より20世紀初頭
にかけてであった㈹。
　とはいえそれを始めて明確に規定したのは、幾分後の「1910年所得一及
び財産税法令」（1910　Srs　inkomst－och　f6rm6genhetsskattef6rordning）
であった㈹。
　この法令は、「建物及び設備（器機）は、その維持保全にどんなに厳し
い細心の注意を払っても、減価が発生する」ので、課税所得の算定の場
合その控除を必要とすること、この控除は、「減価に応じた、一定の年次
減価償却の形態」（en　form　av　viss　efter　vardeminskningen　afpassad
arlig　afskrivning）によるべきことを定め、減価償却の前史ともいうべき
いわゆる取替法を退けた（65）。
　その後の税務上の償却控除に関する諸規定の動向との関連で注目する
べき問題の一つは、この「1910年所得一及び財産税法令」とは別に、特に
鉱山等の産業部門を対象として同年制定された「1910年国庫歳入法令」
（1910　firs　bevillningsf6rordning）にみられた、「合理的な金額による償
却控除」（avdrag　med　skalig　belopp）或いは「合理的な減価償却率」
（en　skalig　avskrivningsprocent）という文言とりわけ「合理的な」と
いう言葉が使用されたことであった㈹。この言葉は、その委細は別とし
て、その後、税務上の償却控除の問題における解釈の争点の一つとなり、
その過程で会計実務におけるいわゆる「良き商人の慣行」（god　kδpman－
nased）の問題を展開していく契機の一つとなったのであった（67｝。
　スウェーデンは、第1次世界大戦を挟む戦中・戦後インフレの終濾に
続いて、1920年代には、概して他の先進工業諸国と同様に、産業合理化
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の時期を迎えていた。
　それを背景としてこの頃より新たに着手される長期にわたる一連の税
制改革の流れに沿って「1923年所得税専門家の答申書」（1923δrs　inkom－
stbeskattesakningas　betankande）は、減価償却問題について、後の「自
由償却制度」の導入との関連で注目するべき次のような提案をした。即
ち「1855年商業帳簿及び商業計算書類に関する法令」以来、法律によっ
て「商業帳簿をつける義務のある納税者」が、事業所得を算定する場合、
その算定は、「記帳」（bokf6ringen）が「一般に承認されている商人の慣
行にしたがって」（efter　allmant　vedertagen　k6pmannased）秩序正し
く行われているならば、「記帳」に基づくべきこと、この場合機械・設備・
建物等は、耐用年数及び「磨耗」（slitning）を考慮して、「償却控除」
（avdrag　f6r　amortering）するべきこと、控除は、原則として当該資産
の耐用年数に応じた一定の金額で、幾年間かに配分するべきこと、配分
は、当該資産の調達原価が、その所有目的にしたがって利用可能な期間
中に全額なされるべきこと、ある年度の「収益」が「慣習的な減価償却」
（sedvanlig　avskrivning）を補償するために十分な金額でない場合、次
年度にそれに相当する、より多額な減価償却をするべきこと等であ
る㈹。この所得税専門家の提案は、直接的には何らかの法規定として具
体化することはなかった（69｝。
　とはいえ翌年新たに設置された委員会即ち「1924年租税準備委員会」
（1924　ars　skatteberedening）は、この「答申書」を踏まえて償却控除
の問題も含む様々な税務上の問題を討議し、その結果を後に「1927年覚
書」（en　1927　ars　framlagt　P．　M．）として公表した（7°）。
　この「1927年覚書」は、償却控除の問題はもとよりその他の税務上の
諸問題についても「1923年所得税専門家の答申書」が展開していた思考
と関係していた（71）。それは、先ず、「1923年所得税専門家の答申書」が、
機械・設備・建物等の「磨耗」を商業帳簿上の記録（調達原価）を基礎
とする減価償却という手続によって償却控除するべきことを具申してい
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る点を高く評価した。それは、このような評価を前提として、「1923年所
得税専門家の答申書」以上に、「納税者が、調達原価の範囲内で自ら年次
償却を決定する自由」（frihet　f6r　den　skattskylidige　att　inom　ramen
f6r　anskaffningskosten　sjalv　bestamma　deδrliga　avskrivningarna）
という問題を考慮した㈹。それは、更に、税務当局が、課税所得の算定
の場合、この「帳簿上の減価償却」（de　bokf6rda　avskrivningarna）が
「明らかに不合理」（uppenbart　oskaliga）であると判明すれば、その場
合にのみ、この「帳簿・記帳」を修正する権利があることを提案してい
た（73》。
　「1924年租税準備委貝会」は、この「1927年覚書」の公表に先立って、
税務当局が課税所得の算定の場合「帳簿上の減価償却」を合理性という
点より修正する権利を持ちうるか否か、その是非について幾つかの関連
の諸機関（例えば「商工会議所」handelskammare、「スウェーデン産業
連盟」、「スウェーデン銀行協会」Svenska　bankf6reing等その他）にそ
の検討を委ねた㈹。これらの諸機関は、税務当局に修正の権利を付与す
れば、そのことは、「納税者が、調達原価の範囲内で自ら年次償却を決定
する自由」を広範囲にわたって実際に享受することを不可能にする危険
があり、また「明らかに不合理な」という言葉の意味も不明確であると
回答した（75）。当時の「財務租税裁判所」（Kammarratten）もまた、これ
らの諸機関の見解とほぼ同一な見解を示し、とりわけ「不合理なという
表現は、明瞭性を欠き、税法上許容される償却の規模について引き続き
様々な疑義を生ずる原因となる」㈹と論評した。
　「1927年覚書」はまた、貨幣価値の変動と税務上の償却控除の関係と
いう問題についても言及し、この関係で「減価償却は、納税者が、様々
な所得年度の所得平準化をうみだすための一手段として見なしうる」（77）
と主張した。とはいえそれは、将来討議されるべき問題としてそれ以上
に立ち入った討議の対象とはしなかった。後の「自由償却制度」の導入
との関連で、「1924年租税準備委員会」が公表した「1927年覚書」がとり
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わけ注目されるのは、後述のように、それが、基本的には「帳簿上の減
価償却に関する控除の権利を法人に対して承認するべきである」㈹とい
う提案をしていたことによる。とはいえこの提案は、「1928年法規」（1928
ars　lagstiftning）即ち「1928年地方所得税法」§29に導入されることはな
かった。
　「1924年租税準備委員会」の設置及びその「1927年覚書」の公布に続
いて、新たに「1928年会社租税準備委員会」（1928　ars　bolagsskattteber－
edning）が設置された（79》。その主要な目的は、株式会社等法人企業に対
する税制上の諸規則を提案することであった。この委員会は、この目的
の下に、償却控除の問題についても徹底して論議し、その討議の結果を
「意見書」（betankande）として公表した。この「意見書」も、具体的に
法制化の道に直結するものではなかった。それでもこの委貝会は、懸案
の幾つかの諸問題を整理し、その論点を深め、「自由償却制度」の法制化
への道を模索したという点で、それなりの役割を果たした。そして「自
由償却制度」を法制的に税法上承認するために最も直接的に影響力のあ
る委員会が設置されるのは、1936年まで侯たなければならなかった。
　この間、税制上、償却控除を実質的に規制した法規は、「1928年所得税
法」§29であった。
　周知のように、スウェーデンの租税制度は、歴史的には王室財政を賄
うために「国税」と呼ばれた直接税の徴収に議会が一定の権限を持ちな
がら、発展してきた㈹。
　その発展の過程で、およそ19世紀中に、その委細は別として、課税所
得算定の場合の「減価控除」（vardeminskningsavdrag）の概念の形成に
後に導くことになる幾つかの法令が制定された（81）。
　同国で「減価控除」を法令上始めて承認したのは、既述の「1910年所
得一及び財産税法令」及び「1910年国庫歳入法令」であった。とはいえこ
れらの法令は、総体として課税所得を決定するための「基本的な諸規
則」（82）を必ずしも整備していたわけではなく、その整備は、「1928年地方
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所得税」の登場まで侯たなければならなかった。
　「1928年地方所得税」§29は、事業所得の算定のための控除項目として、
機械・建物等当時いわゆる資本的資産と呼ばれていた諸資産に関する減
価償却規定を導入していた㈹。それは、減価原因として、時の経過・磨
耗の他に、いわゆる陳腐化及びそれに匹敵しうる諸事象も承認した。勿
論、それは、減耗性資産の償却及び特許権等法律上の特権並びに事実上
の権利としての営業権の償却も承認した。
　当時、スウェーデンの税法上、非常に重要な原則の一つは、しばしば
指摘されるように、「租税年度の不可侵性」（84）であった。税務当局は、こ
の原則がいわゆる通常税額（国家の所得税と地方所得税の合計額）の算
定の場合非常な不公平を招いているという納税者側の批判に答える形
で、いわゆる通常税額の決定に関する諸規則を弾力化する路線を敷いた。
この緩和措置は、とりわけ比例的な通常税額を支払う株式会社等法人企
業に対して、最も寛大であった㈹。即ち税法は、「年次課税所得額の決定
を、若干の制限を付した上で、企業の判断に委ねるべきこと」（86）を承認し
た。例えば、ある年度に当該企業が秘密積立金を形成或いは増大しよう
とすれば、この積立金が、営業年度中に発生した損失を補愼する目的で
利用されることがない限り、その大きさを納税申告書に明示すればよ
かった（87）。（同国では申告制の導入は、1902年に一部開始。）しかも税務
当局或いは立法当局は、このような緩和措置を、国家及び地方自治体の
年次徴収税額の安定化（歳入の安定化）及び会計理論の発展動向に留意
しつつ企業に最も適合的な会計方法の適用（特にインフレーションの場
合のそれ）に繋がるという理由で、擁護さえしてきたのであった（88）。即
ち「課税は、当初、一般的な国家支出を賄う資金調達をすることを目的
としたが、とはえこの40年間（1930年代一1970年代）、所得格差を平準化
し、かつ財務的政策の一手段としても利用されてきた。」㈹
　ところで先の「1928年会社租税準備委員会」は、既にその「意見書」
の中で「1928年地方所得税法§29の減価償却規定は、概して、通則（nor一
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malregler）として維持されるべきであるが、一部、緩和されるべきであ
る」（9°）という見解を提示していた。この「意見書」は、このような立場よ
り、先ず機械・器機・期限付きの幾つかの法的諸権利の「帳簿上の減価
償却」（sina　i　bokf6ringen　gjorda　avskrivningar）を税務上の「償却控
除」として承認する権利を、「幾つかの前提条件」の下で株式会社等法人
企業のみならず、全ての企業形態に付与するべきことを提案した。次い
でそれは、この「幾つかの前提条件」の問題に言及した。その委細は別
として、結論だけ示せば、「1924年租税準備委員会」が「1927年覚書」の
中で提案した、「納税者が、調達原価の範囲内で自ら年次償却を決定する
自由」を株式会社等法人企業のみならず、全ての企業形態に対して承認
する前提は、先ず「帳簿上の減価償却と税務上の減価償却とが一致する
べきこと」（91）、次いでこの場合企業が、既にこの条件を充足しているとし
て、企業が、税務当局に「自由償却」をする権利を利用することを承認
させるためには、企業が、「完全で明瞭な計算書類を作成していること（複
式簿記記帳をしていること）が明らかであること」、しかも税務当局が、
企業の計算書類によって企業が実施している減価償却の方法・手続を追
跡し、その方法・手続が、償却性資産以外の資産に濫用されていないか
どうか、或いはまた減価償却費の計上が、取得源価を基礎としたこの種
の控除によって償却されうる金額を上回る金額で計上されていないかど
うかということを検査・監視しうるということであった。そして「帳簿
上の減価償却と税務上の減価償却との一致を保持するべきであるという
［この前提条件の下で］実現される自由償却は、それ故に、各々の事業
主自身がかかる願望をもっているか否かということに、依存するべきで
ある」（92＞と述べていたのであった。
　これまで一瞥してきたように、1938年に導入される「自由償却制度」
は、時期的には、既に1920年代中葉頃より幾度か設置された関連の委員
会が討議し、その都度各々の委員会が意見表明をしてきた問題であった。
とはいえそれらの各々の委員会による意見表明は、直接的に法案の形で
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議会に提出されることも、法規として日の目をみることもなかった。こ
うした動向の中で新たに「1936年租税委員会」（1936ars　skattekom－
mitt6）が設置された。この委員会が設置されたとき、その主要な目的は、
1929年恐慌に伴う1930年代不況に関連して、「将来の不況を抑えるか或い
はそれに対して機先を制する手法」㈹を考案することであった。このよ
うな目的の下にこの委員会は、「自然人及び法人に対して直接的に課して
いる国家の所得税を修正することについて、何らかの答申と提案をする
ことをその課題とした。」（94）「自由償却の権利」（den　fria　avskrivning・
sratten）を法規定として盛り込むことを可能にしたのは、この委員会で
あった（95）。この委員会は、1937年9月に「委員会意見書」（Kommittens
betankande）を提出した。この「委員会意見書」は、1938年国会におけ
る「地方所得税法」の修正のための決議の基礎となった。因みにいえば、
「1936年租税委員会」は、上記の目的の下にその課題を果たすために、
本稿で問題としている「自由償却の権利」の承認問題の他に、それに関
連した一連の景気変動政策的な税務上の手法（棚卸資産有高評価と財産
目録、景気調整のための「投資準備金制度」、年金引当金の設定問題等）
についても討議し、その結果を答申した。各々の法案は、「自由償却の権
利」に関する議案と共に、議会を通過した（96）。
　「1936年租税委員会」の勧告にしたがって成立した「自由償却制度」
は、「徴税上の原則的な変化」（97）と呼ばれた。
　「1936年租税委員会」が、「自由償却の権利」の問題を討議したとき、
その過程で様々な意見・解釈・論点が提示された。1938年国会で決議さ
れた法規は、様々な意見・解釈・論点をめぐる討議の結果えられた妥協
の産物であった。ここでそれらの討議の過程に詳細に立ち入る必要はな
い。この法規が、その後1952年に暫定的に改定され、1955年に当時とし
ては‘恒久的な’法規として改定される経緯に照らして、既にこの委貝会
で、「自由償却の権利は、無制限な減価償却に対する権利（ratt　till　obe－
gransade　avskrivningar）を意味するか」（98）という問題が提起され、活発
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な論議が展開されていたことを指摘するに留める。この制度の制定後間
もなく勃発した第2次世界大戦は、中立維持をかかげるスウェーデンを
も実質的に巻き込んだ。同国もまた、戦時経済体制に入った。1938年の
「自由償却制度」に潜む様々な問題点一それらは、既にこの法案作成
に到る過程で討議され、法案は、いわば玉虫色となったが一が、白日
の下に晒されるようになるのは、戦後になってからであった。
　そこで次節では、「1936年租税委員会」で「自由償却の権利は、無制限
な減価償却に対する権利を意味するか」という問題が既に提起されてい
たことを念頭に入れて、この制度の基本的な仕組みを明らかにしよう。
なお、当時としては‘恒久的な’という言葉は、1990年代初頭の税制改革ま
でと言い直しした方が適切であろう。何故ならこの制度は、1990年代初
頭の税制改革で一応廃止となったからである。もとよりこの税制改革の
下でも、1930年代末葉に法制化されたこの制度を支える基本的な税務上
の思考と手法は、原則的に承認されている㈹。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　，
　26。
（15）Erik　S6derstrom（utgif．），Gallande　Lager　om　Aktiebolag　Jamte　Till－
　h6rande　F6rfattningar，　Stockholm，1906，　ss．350－372．
⑯　拙稿「スウェーデンにおける株式会社の発展　　同国の近代会計関連法規
　定の生成の史的背景として　　」（3）（明治大学短期大学紀要、第57号1995年
　3月）p．106及びp．110の注5を参照。
（ln　スウェーデンの近代株式会社及び株式会社法の生成・発展の動向について
　は、拙稿「スウェーデンにおける株式会社の発展　　同国の近代会計関連法
　規定の生成の史的背景として　　」（1）・（2）・（3）（明治大学短期大学紀要、第
　55号1994年3月・第56号1995年2月・第57号1995年3月）を参照。なおこの
　問題に関連する参考文献は、この拙稿（1）・②・（3）に記載しているので、本稿
　では特別な場合を除いて省略。
（18）Gerhard　Tauvon，　Om　Aktiebolag　och　deras　f6rvaltning，　Juridisk
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　Handbok　f6r　Direkt6r　och　Styrelser　Ledam6ter　m．　fl．　Jamte　Formular
　och　Lagertexter，　Stockholm，1925，　ss．198－199．
（19）Oskar　Sill6n，　Studier　i　Svensk　F6retagsekonomi．　Uppsatser　och　F6re－
　drag　1928－1943，　P．　A．　Norstedt＆S6ner，　Stockholm，1943，　s，101．
⑳　Nils　Vasthagen，　ibid．，　de1．1，　s．18．
⑳　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　ss．18－19．
⑳　Nils　Vasthgagen，　ibid．，　del．1。　s．60．なおスウェーデンにおける「内部原価
　会計」に関する生成・発展の過程については、財務会計と管理会計の結節点
　という視角より同国の原価計算の発展過程を辿った拙稿「スウェーデン工場
　簿記の発展一18世紀中葉より19世紀中葉にかけて一」（明治大学短期大
　学紀要、第46号1989年10月）及び「近代スウェーデンにおける原価計算論研
　究の足跡：概観（1900年より1945年まで）」（明治大学短期大学紀要、第65号
　1999年3月）を参照。
㈲　Kunt　Rodhe，　Aktiebolagsratt　enligt　1944δrs　lag　om　aktiebolag，　Sjatte
　upplagen，　Stockholm，1970，　P．　A．　Norstedt　och　S6ners　F6rlag，　ssユ45－147．
⑫4）この法律の概要とその後の改正点（特に1977年のそれ）及び関連の諸文献
　については、拙稿「スウェーデンにおける株式会社の発展　　同国の近代会
　計関連法規定の生成の史的背景として　　」（1＞（明治大学短期大学紀要、第
　55号1994年3月、pp．194－203）の他、　Dieter　Ordelheide　and　KPMG，　Trans－
　national　Accounting，　VoL11，　Macmillan　Press　Ltd．，1955，　pp．2377－2378，
　Jan　B6kmark／Bo　Svensson，　Bokfδringslagen，Kommentar　till　1976　ars
　Lagstiftning，　LiberF6rlag，　Stockholm，　Jurist　och　Samhallsvetaref6rbun－
　dets　F6rlags　AB，1977，　ss．9－24を参照。
㈱　Dieter　Ordeheid　and　KPMG，　ibid．，　vol．11，　s．2377．
㈱　商法規定を部分法典として含むこの一般法は、スウェーデンの統一国家の
　形成に先立っ中世期以来この地方で地域別に施行されていた都市法と地方
　法とを、スウェーデンがかの大北方戦争に敗北して、偉大なる帝国の時代に
　終焉（1721年）を告げ、Fredrik　1治世下のいわゆる自由の時代を開始する
　のに伴って、両者の統一を図った法律である。その委細については「スウェー
　デンにおける株式会社の発展一同国の会計関連法規定の生成の史的背景
　として　　」（1）（明治大学短期大学紀要、第55号1994年3月、PP．207－213及
　びpp．227－239）を参照。
⑳　Pelle　Hansen（red．），Handbok　i　redovisning，Natur　och　Kultur，1971，　s．
　247．
②8）Pelle　Hansen（red．），ibid．，　ss．297－298．
303
㈲　Dieter　Ordeheide　and　KPMG，　Transnational　Accounting，　Macmillan
　　Press　Ltd，　Vol．11，1995，　p．2377．
⑳　Dieter　Ordeheide　and　KPMG，　ibid．，　VoL11，　p．2978．
（31）William　Hembery　och　Oskar　Sillen，　Bokf6ringslagen　av　den　31　Maj
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o　　l929，　Med　f6rklarande　anmarkningar　formular　och　sakregister，　Attonde
　　uppl．1970，　St6ckholm，　P．　A．　Norstedt＆S6ners　F6rlag，　ss．69－87．
㈱　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．，1，　s．60
（33）　Pelle　Hansen（red．），ibid．，　s．708．
㈱　Per　V．　A．　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to
　　the　Problem　of　Inflationary　Profits，　Accounting　Research，　Vol．1，　Janu－
　　ary，1950，　p．259．
（35》John　Flower　（editor），　The　Regulation　of　Financial　Reporting　in
　　Nordic　Countries，　Fritzes，1994，　p．183．
㈹　John　Flower（ditor），ibid．，　p．201．
⑳　John　Flower（editor），ibid．，　p．201．
㈱　Ingvar　Svennilson，　Growth　and　Stagnation　in　European　Eonomy，
　　Geneva，1954，　pp．128－149，　Lars　Jonung　and　Rolf　Ohlsson（edited），The
　　Economic　Development　of　Sweden　since　1870，　Edward　Elagar　Publishing
　　Ltd．，1997，　Part　I卜4，　Part　XII－28　and　29，　Erik　Lundberg，　Business　Cycle
　　and　Economic　Policy　1955（edited　by　Bo　Sandelin，　Swedish　Economics，
　　VoLX，1988），Chap．1　and　2，吉野俊彦邦訳「景気変動と経済政策　経済統制
　　か金融政策か」（至誠堂、昭和39年）、pp．3－53．
㈲　クロイゲル社の粉飾経理問題については別稿を予定している。ここでは多
　　国籍企業としての同社の持株関係会社を軸とした独特な粉飾経理の実態を
　　明らかにしている若干の文献を記載するに留める。Lars　Hassbring，　The
　　International　Development　of　the　Swedish　Match　Company　1917－1924
　　（The　Swedish　Match　Company　1917－1939，　Studies　in　Business　Inter－
　　nationalisation，　LiberF6rlag，1979），Hδkan　Lindgren，　Corporate　Growth．
　　The　Swedish　Match　Industry　in　its　Global　Setting（The　Swedish　Match
　　Company　1917－1939，　Studies　in　Business　Internationalisation，　Liber
　　F6rlag，1979、特に持分関係については、　pp．364　f61jande，　Appendix　2。）
　　Karl・Gustaf　Hildebrand，　Expansion　Crisis　Reconstruction　1917－1939
　　（The　Swedish　Match　Company　1917－1938，　Studies　in　Business　Inter－
　　nationalisation，　LiberF6rlag，　1985、特に独特な財務構造と粉飾経理の実態
　　についてはpp．183－211，　pp．365－385．），Jan　Glete，　The　Kreuger　Groups　on
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　the　Swedish　and　International　Capital　Markets（manuscript　part　1－IV，
　Scandinavian　Journal　of　History，1978：3．）
ω　「1944年株式会社法」§§111－113．（William　Hemberg　och　Oskar　Sill6n，
　　Bokf6ringslagen，　Fjarde，　omarbetade　upplagen，　Stockholm，　P．　A．　Nor－
　stedt＆S6ners　F6rlag，1953，　ss．102－103．）1920年代の合理化時代の後1930
　年代不況の克服過程を背景としたスウェーデンの企業合同等に伴う連結財
　務諸表の「1944年株式会社法」への導入問題については、Knut　Bodhe，
　　Aktiebolagsratt　enligt　1944　ars　lag　om　aktiebolag，　andra　upp1．，　Stock－
　holm，　s．200ch　ss．198－202を参照。また、1932年のクロイゲルの崩壊（Kreuger
　　crash）に伴うスウェーデンにおける監査制度の強化と「1944年株式会社法」
　　の改定に向けての作業の着手という問題については、John　Flower（editor），
　　ibid．，　pp．183－184，　Dieter　Ordeheid　and　KPMG，　ibid．，　Vol．11，　p．2379を参照。
　　更にこの時期に公認会計士及びコンサンタントとしてOskar　Sillenが果た
　　した役割についてはJohn　Flower（editor），　ibid．，　p．184．その委細は、　Eva
　　Wallenstedt，　Oskar　Sillen　Professor　och　Praktike－一，　Nagra　drag　i
　　f6retags　ekonomiamnets　tidiga　utveckling　vid　Handelsh6gskolan　i
　　Stockholm，　Uppsala，1988，　ss．225－296．
ω　Aktiebolagslagen，　Lagen　den　14　sept．19440m　aktiebolag　med　tillh6r－
　　ande　f6rfattningar　och　rattsfall．Med　inledning　av　Professor　Hakan　Nial，
　　P．A．　Norstedt＆S6ners　F6rlag，　Sartryck　ur　Sveriges　Rikes　Lag　1960，　B．
　　902－904．
ω　Knut　Bodhe，　Aktiebolagsratt　enligt　1944　ars　lag　om　aktiebolag，　Andra
　　upp1．，　Stockholm，1953，　PA　Norstedt＆S6ners　F6rlags，　ss．142－148．
㈲　Knut　Rodhe，　Aktiebolagsratt　enligt　1944　Srs　lag　om　aktiebolag，　F6rsta
　　uppl．，　Stockholm，1953，　P．　A．　Norstedt＆S6ners　F6rlag，　ss．135－141．
㈹　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　ss．61－62．
㈲　Nils　Vtisthagen，　ibid．，　deL　I，　s．62．
㈹Pelle　Hansen，　ibid．，　ss．298－299，　Stenberg／Wijnbladh／Nial，　Den　nya
　　aktiebolagen，　Stockholm，1948，　P．　A．　Norstedt＆Soner　F6rlag，　s．332．
㈲Pelle　Hansen，　ibid．，　ss．332－333，　Stenberg／Wijnbladh／Nial，　ibid．，　s．333．
㈹　Martin　Norr，　The　Taxation　of　Corporate　Income　in　Sweden：Some
　　Special　Features，　National　Tax　Journal，　Dec・1957，　P．329．
（49）　Seth　Svensson，　ibid．，　s．25．
60）　Seth　Svensson，　ibid．，　s．25．
（51）　Seth　Svensson，　ibid．，　ss．16－17・
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㈱　「株式会社産業情報サーヴィス」（AB．　Industribyra）については拙稿「ス
　　ウェーデンにおける近代会計学の形成　　概観（1900年より1945年まで）
　　　　　」（3）（明治大学短期大学紀要、第60号1997年1月）、pp．40－47を参照。
㈹　Oskar　Sillenの足跡を示す資料は、拙稿「スウェーデンにおける近代会計
　　学の形成　　概観（1900年より1945年まで）　　」（1）・（2）・（3）（明治大学短
　期大学紀要第58号1996年2月・第59号1996年3月・第60号1997年1月）の中
　　で様々な資料を記載しているが、本稿では特に次の資料をあげておく。Lars
　　Engwa11（red．），　F6retagsekonominsr6tter，　Studentlitteratur，1980，　ss．
　　41－57，Eva　Wallenstedt，　Oskar　Sillen　Professor　och　Praktiker，　Nδgra
　　drag　i　f6retagsekonomiamnets　tidiga　utveckling　vid　Handelshδgskolan　i
　　Stockholm，　Uppsala，1988，　Lars　Engwall（red．），F6regangare　inom　f6r－
　　etagsekonomin，　SNS　F6rlag，1995，　ss．49－86．
㈹Oskar　Sillenの実務家としての足跡については、特にEva　Wallenstedt，
　　ibid．，　ss．225－286を参照。
?????????? ?
（62）
??????
　Bokf6ringslagen　m．　m，　Fjarde　omarbtade　uppl．
　S6ners
　mellan　olika　beskattningsar　vid　beskattning　av　inkomst　av　r6relse　enligt
　svensk　ratt，2uppL，　Stockholm，1949，　ss．57．　f61jande．
㈹　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s．66．
㈹　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s．66
　Seth　Svgρsson，　ibid・，　s・31・
　Seth　Svensson，　ibid．，　s．32．
　Seth　Svensson，　ibid．，　s．33．
　Seth　Svensson，　ibid．　s．，32．
　Seth　Svensson，　ibid．，　s．56．
　Seth　Svensson，　ibid．，　s．59．
　　Lars　Jonung　and　Rolf　Ohlsson（edited），ibid．，　Part　XII－29，　Erik　Lund－
berg，　ibid．，　Chap．2、邦訳、　pp．3－20．
　　Martin　Norr，Taxation　and　Stability－－Guidance　From　Sweden，Har－
vard　Business　Review，　vol．38，　No．1，　January－February，1960，　p．52．
　　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s．65．
　　Nils　Vasthagen，　ibid．，　deL1，　s．65．
　　Nils　Vasthagen，　ibid．，　deL1，　s．65．
　　Nils　Vtisthagen，　ibid．，　de1．1，　s．65．
　　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　ss．53－55．，　William　Hemberg・Oskar　Sillen，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　，1953，P．　A．　Norstedt＆
　　　　　　F6rlag，　Stockholm，　s．25，　B．　af　Klercker，　Beslutatutjtimning
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o
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㈲　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s．66．
⑳　Nils　Vasthagen，　ibid．，　de1．1，　s．67．
㈱　Nils　Vasthagen，　ibid．，　deL1，　s．67．
（73》Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　ss．67－68．
㈹　Nils　Vasthagen，　ibid．，　deL1，　s．69．
㈲　Nils　Vasthagen，　ibid．，　deL1．　ss．69－70．
㈹　Nils　Vasthagen，　ibid．，　de1．1，　s．70．
（70　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s．68．
（78）Nils　Vasthgaen，　ibid．，　deL1，　s．69．
㈹　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s，70．
㈲　近代スウェーデンにおける所得税に関する基礎的な諸規定は、「国家の所
　得税に関する法令」（1agen　om　statlig　inkomstskatt）及び「地方所得税法」
　　（kommunalskattelagen）の中に存在する。（Sveriges　Industrif6rbund／
　Svenska　Arbetsgivaref6reningen，　F6retaget　och　Samhallet，1978，　s．77，）
　　「国家の所得一及び財産税に関する法令」は1910年に、近代的な「地方所得
　税法」は1928年に、始めて登場した。とはいえ所得税それ自体は、スウェー
　デンでも古い税制である。本文を補足する意味で同国では所得税は、「1928年
　地方所得税」の登場までどのようにして徴収されてきたか、ここでは株式会
　社を中心としてその過程を一瞥しておきたい。
　　G．Vasaによる国家統一以来16世紀末葉まで、スウェーデンの国家歳入（王
　室歳入）を賄ったのは、さしあたり王室自身の財産及び間接税（関税・過料
　等）であった。王室財政が様々な理由で逼迫するにつれて、歳入不足を賄なっ
　たのは、国税と呼ばれた直接税であった。（Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／
　Harry　Sterner，　ibid．，　p，72．）国王の政治的権力が如何に巨大でも、議会の国
　王に対する影響力は、建国当初よりかなり大きく、国王が国税を徴収するた
　めにはその都度議会の承認を必要とした。17世紀中葉には議会は、3年毎に国
　王に国税の徴収権を承認するようになった。（Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／
　Harry　Sterner，　ibid．，　p．72．）この制度の下で、例えば、1710年の法令は、見
　積給与・賃金・年金に対して20％の徴税をすることを規定した。（Martin
　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p，72．）この種の直接税は、そ
　の後も引き続き発布される法令（特に著名な法令は、1772年、1789年及び1800
　年のそれ）によって徴収された。（Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry
　Sterner，　ibid．，　p，72．）
　　1800年の法令は、既に所得を様々な範疇に区分し、範疇ごとに異なる税率
　を定めた。この制度は、1861年まで適用された。（Martin　Norr／Frank　J．
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Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．72．）近代スウェーデンの所得税に関する基礎
を築いたのは、1861年の税制改革であった。（Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／
Harry　Sterner，　ibid．，　p．72．）この改革は、所得の範疇ごとに異なる税率を適
用したこれまでの徴税方式を概して廃止し、課税所得を、不動産所得（in－
come　from　real　property）と資本所得或いは勤労所得（income　from　capital
or　labor：これは実質的には不動産所得以外の殆ど全ての所得を含む）に区
分した。この課税所得の区分は、後の時代になって農業所得、農地以外の不
動産所得、事業所得、勤労所得、資本所得、臨時的な諸経済活動より発生す
る所得に区分する先駆けとなった。（日本興行銀行・興銀調査／192「スウェー
デン経済と企業税制」1977No．6，　p．44．，小松芳明「各国の租税制度5訂版」第
11章、スウェーデンの租税制度、財経詳報社、昭和58年、pp．470－473．）とは
いえこの改革は、20世紀に入って徐々に注目されるようになり、とりわけ社
民党が政権の座に就いて以来顕著となった累進税の導入に言及することは
なかった。スウェーデンに累進税が始めて導入されたのは、1902年であった。
　［同国に累進税が導入されて以来、その定着化とおよそ半世紀に及ぶその変
動の一般的な動向については、Gustaf　Lindah1，　De　progressiva　inkomst－
skatterna　i　Sverige，　Robert　Olssons　Boktryckeri，　Stockholm，1952（特に
株式会社についてはss．55　f61jande）を参照。また、1930年代以後、社民党政
権下での累進課税の動向については、Gunnar　Strang，　Fast　ekonomisk
politik　och　rattvis　beskattning，　Sveriges　social　demokratiska　Arbetsparti
och　Tidens　F6rlag，1956，　ss．33　f61jandeを参照。］
　　スウェーデンにおける税制の後の発展を予告した一連の制度が導入され
　たのは、1902年であった。（Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，
　ibid．，　p．72，）
　　この1861年の税制改革以後1902年の税制改革まで、国家の所得税率は、個
人と法人組織との区別なく、一律1％であった。（Martin　Norr／Frank　J．
Deffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．72．）国家は、当時既に株式会社を独立した課
税主体として承認していたが、株主の配当金を課税対象とすることはなかっ
　た。20世紀初頭の納税申告制の一部導入まで、課税所得の算定は、税務当局
　自身の手中にあり、税務当局が行う見積によって決まった。1900年には「地
・方所得税」の平均税率が5％であったように、1902年の税制改革に先立つこ
の時期には、所得税としてより大きな比重を占めたのは、国家の所得税より
　も地方所得税であった。（Martin　Norr／Frank　J．　Duffyl／Harry　Sterner，
ibid．，　p．72．）このような租税構造を成立させた最も直接的な要因は、国教会
　としての教会の存在であった。加えて同国は、その建国当初より、様々な理
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由で伝統的に地方分権・地方自治に対する関心が比較的高かったことも、こ
のような租税構造を成立させる土壌となっていた。同国は、1862年の地方行
政組織の改革（地方議会に大幅な権限を委譲）とそれに続く1866年の制度改
革（統治章典・国会法・王位継承・出版の自由に関する法律の制定）を前提
に［この問題については、拙稿「スウェーデンにおける近代会計学の形成
　　概観（1900年より1945年まで）　　」（2）（明治大学短期大学紀要、第59
号1996年3月、pp．101－107を参照）］、1902年の税制改革が開始する頃には、
かなりの程度まで地方自治の確立を推進していた。とはいえ「地方税所得税」
を支配する実質的な諸規定が導入されるのは、1928年まで侯たなければなら
なかった。（Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．49．）1902
年の税制改革は、後のスウェーデンにおける税制の発展を予告するもので
あった。
　この改革は、概して新防衛計画を促進するために暫定的な新所得税法の導
入を当面の最重要課題としたが、そこに導入された諸徴税方式一一例えば、
一部納税者に対する納税申告制度の承認、国家の所得税については最高税率
5％を限度とする累進課税の採用、個人株主が取得する配当金に対する課税
と株式会社に対する資本金の6％を最高限度とする課税所得からの配当金
の控除、但しその税率は個人及び株式会社に対して同一とすること等（Mar－
tin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid。，　p．72．）　　は、徐々に定着
化に向かった。そしてこうした流れは、やがて持続的・恒常的な近代所得税
法としての「1910年国家の所得一及び財産税法令」の制定に結びついていっ
た。［例えば、個人の場合には当初は純資産の1／60を課税所得に加算し国家の
所得税税率をその合算所得に適用、最高税率6％を限度とする累進税率の引
上げ、更に株式会社の場合には株式会社がその資本によって稼得した利益の
額（所得の大きさ）との関係で税率が決まる累進課税を導入し、株式会社の
利益の額（所得の大きさ）が資本の5％以下の場合には2．5％、資本の100％以
上の場合には5．2％を限度とすること等、新しい制度の導入。］（Martin　Norr／
Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　pp．72－73．）
　政府は、第1次世界大戦中の戦時経済体制下で、緊急的な重税措置を講じ
た。とはいえそれは、政府のそれまでの租税原則の重要な変化を随伴するも
のではなかった。（Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．
73．）
　戦後間もなく着手されたのは、1919年の税制改革であった。
　この税制改革は、後の時代にも継承されるいわゆる「変動租税」（r6rlig
skatt）を導入した。この制度は、国家の所得税法が定める一定の税率を基礎
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税率として、議会が毎年、特別法によって各年度ごとに、基礎税率の一定の
比率、例えば、100％、120％等を決定する制度である。それは、租税制度を
弾力的なものとし、将来、新規の追加的な徴税を新たに必要とはしない制度
であった。（Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　pp．72－73．）
この税制改革はまた、同国では「地域控除」（orts　avdrag）と呼ばれる制度
を導入した。それは、地域ごとに異なる「生計費控除」を承認する制度であ
り、この目的のために同国の市町村（commune）を四つの地域に区分した。
その本質は、一種の個人的な減免税であった。（因みにいえば、1950年代末葉
で地域控除の最も低い地域は、最も高い地域の12％程度となっていた。）
（Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．73．）この税制改革
は、更に、法人所得に対する累進税の基礎税率を、法人所得が資本の4％以
下の場合の1．5％から資本の150％以上の場合の12％までを範囲として、個人
に対する基礎税率に適用された変動税率と同一な税率を法人にも適用した。
例えば、1920年にはこの比率は、155％、1921年より1924年には175％に上昇、
1928年より1932年には145％に低落。1932年以後それは上昇し、1935年には
180％。（Martin　Norr／Frank　J．　DuffY／Harry　Sterner，　ibid．，　p．73．）
　1919年税制改革の翌年、地域控除の形態で国家の所得税に導入されていた
生計費控除は、地方の所得税にも採用された。当初より存在していた、国家
の所得税及び地方所得税に対する地域控除額の格差が解消されるようにな
るのは、1958年まで侯たなければならなかった。
　政府が、長らく待望されていた「地方所得税法」を制定したのは、1928年
であった。それは、統治章典§57によって、独立した地方自治体は自らの歳出
を賄うための徴税方式を地方自治体自らが決定すること、地方税は、地方政
府が、地方財政を賄う唯一の租税であるが、しかも、それは、議会を通過し
た法令によって課せられるべきこと、税率を別とすれば、全国的に統一して
いること、税率は、地方自治体の歳入の必要性に応じて、毎年、地域別に設
定され、各自治体毎に相違すること等、主要な基本原則を定めた。（因みにい
えば、自治体ごとに相違する税率の平準化という問題は、後に専門委員会の
検討課題となった。）（Martin　Norr／Frank　J．　Deffy／Harry　Sterner，　ibid．，
p．45and　p．65．）「1928年地方所得税法」は、その時々の状況に応じて部分的
に修正されながらも、その基本的な思考は、同国の地方所得税の基礎として
存続してきている。同年、政府は、その他の点でも様々な税務上の技術的な
修正をしたが、それは、課税に対する基本的な思考と原理を変えるものでは
なかった。更にこの時期に政府・税務当局は、スウェーデンの法人企業に対
して、それが同国の他の法人企業（持株25％以上）から取得する配当を、銀
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　行・保険会社・及び類似の同族会社等を別として、原則として非課税にした。
　この非課税の措置は、当初は国家の所得税目的で、後には地方税目的でとら
　れた措置であった。（Martin　Norr／FrankJ．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．
　73．）総じて「1910年国家の所得一及び財産税法」並びに「1928年地方所得税
　法」というこれらの近代税法は、その制定以来「自由償却制度」が導入され
　　る頃まで、総体として個人に対しては比例的な地方所得税と高度に累進的な
　国家の所得税を課し、株式会社等法人企業に対しては地方所得税及び国家の
　所得税共に比例的な租税を課していた。因みにいえば、株式会社等法人企業
　の場合地方所得税と国家の所得税の合計額（いわゆる通常税額）は、本稿で
　問題としている「自由償却制度」が導入された1938年には会社の純利益の
　28％、1940年より1947年には37％－39％程度、1948年以後46％であった。（Per
　V．A．　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to　The
　Problem　of　Inflationary　Profits，　p．259．）
（81）Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s．65．
（82）Per　V．　A．　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to
　the　Problem　of　Inflationary　Profits，　Accounting　Research，　Vol．1、　January
　1950，p．259．
（83）Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．269．7／3．1．
（84）Per　V．　A．　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to
　the　Problem　of　Inflationary　Profits，　Accounting　Research，　VoL1．　January
　1950，p．259．
（85）Per　V．　A．　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to
　the　Problem　of　lnflationary　Profits，　Accounting　Research，　Vo1．1．　January
　1950，P．260．
（86）Per　V．　A．　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to
　the　Problem　of　lnflationary　Profits，　Accounting　Research，　Vol．1．　January
　1950，p．259．
（sD　Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　pp．72－73．
（88）Per　V．　A，　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to
　the　Problem　of　Inflationary　Profits，　Accounting　Research，　Vol．1，　January
　1950，p．259．
（89）　Sveriges　Industrif6rbund／Svenska　Arbetsgivaref6reningen，　F6retaget
　och　Samhallet，　1978，　s．76．スウェーデンの1930年代頃からのこうした租税政
　策については、Martin　Norr，　The　Taxation　of　Corporate　Income　in
　Sweden，　Some　Special　Features，　Nationa1Tax　Journal，　Decmber　1959，　P．
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　328を特に参照。
⑲0）Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s．69．
（91）Martin　Norr，　The　Taxation　of　Corporate　Income　in　Sweden，　Some
　Special　Features，　National　Tax　Journal，　Decmber　1959，　p．329．
働　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s．69．
（83）Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．84．
（94）Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　ss．70－71．
㈲　Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．1，　s．77．
（96）Eric　Rosenqvist，　De　nya　F6retagsbeskattningen，　Affarsekonomins
　Skriftserie，　NB　43．1955，　s．28，投資準備金問題については、拙稿「スウェー
　デンにおける投資準備金制度1938－1955」（明治大学短期大学紀要、第61号
　1997年3月）を参照。
（90　Matin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　pp．73－74
鯛　Nils　Vasthagen，ibid．，　de1．1．　ss．77．　foljande．
㈱　1990年代のスウェーデンの税制改革問題については当面の課題ではない
　ので、欧米の関連の文献の記載はここでは避け、この改革g）全体の流れとの
　関係で償却問題の問題の所在を把握していおくという意味合いより、藤岡純
　一著「現代の税制改革一世界的展開とスウェーデン・アメリカ」（法律文化
　社、1992年）をあげておく。
2．「自由償却制度」の基本的な仕組みとその後の制限措置
2．1．「自由償却制度」の基本的な仕組み
　これまでみてきたように、スウェーデンにおける株式会社等若干の法
人企業は、20世紀初頭より1930年代にかけて、私法上の減価償却規定即
ち「1910年株式会社法」§56及び「1929年会計法」§9とその解釈論を通じ
て、総体的・傾向的には短期償却を目指しながら、景気変動との関連で
極めて弾力的な減価償却を実施してきた。同国が1902年に納税申告制を
一部導入して以来、同国の企業のこのような減価償却は、納税申告の際
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にしばしば税務当局との軋礫の火種となってきた（1）。
　税務当局が、1938年の「自由償却制度」の導入まで承認してきた税務
上の旧来の償却制度は、この制度の導入に伴ってそれと区別する意味で、
一般に「拘束償却制度」（bunden　avskrivning）（2）と呼ばれるようになっ
た。この「拘束償却制度」は、「拘束償却計画書」（en　bunden　avskrivnings－
plan）（3）即ち税務当局が、「企業が自ら作成し税務当局が承認した計画書」
（uppgjord　plan，　som　godkants　av　taxeringsmyndigheterna）（4）に基づ
いて償却控除を承認する制度であった。この制度は、1950年代に入りさ
しあたりは暫定的に、そして間もなく恒常的となった新制度の下では、
「計画償却制度」（planenlig　avskrivnging）と呼ばれるようになった（5＞。
この「拘束償却制度」は、既に少なくても20世紀初頭頃より減価償却に
ついて折々発布される諸法令とその解釈論を媒介として産業界に徐々に
普及・定着し、慣行的なものとなったが、近代的な所得税法としての国
家の「1910年所得一及び財産税法令」の制定（1910年）よりはるかに遅れ
て1928年に始めて登場した「1928年地方所得税法」§29で、明文化された。
「拘束償却制度」は、税務上承認しうる償却法を定額法に限定していた
が、耐用年数の規定要因として機能的減価も考慮して、平均償却率を機
械・設備については10％程度、建物については2－4％程度（或いは2
－3％程度）としていた（6）。この制度は、それ自体としては税務上の償却
控除の問題に関わる制度であり、その限り私法上の減価償却規定に依拠
する「簿記上の減価償却（avskrivningarna　i　bokf6ring）の実施を義務
付けるものではなかった。」（7換言すれば、この制度は、原則的として、当
該資産に対する税務上の償却額と私法上の減価償却規定に依拠する減価
償却額との一致したがってまた当該資産の「税務上の残存価額と外部会
計上の残存価額との一致」（6verensstammelse　mellan　det　skattemas－
siga　restvardet　och　restvardet　enligt　den　exerna　redovisningen）（8）を必
要とはしなかった。その例外は、例えば、企業が、ある年度に、その「拘
束償却計画書」に基づいて計上する償却額を下回る償却を行いその償却
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不足額を次年度以降に繰越す場合、或いは企業が、当該資産の「実際の
価額」が様々な理由で明らかに未償却残高以下に低落しているという判
断に基づいて、評価減しようとする場合であった（9）。そのため税務当局
は、実際問題としては、税務上の償却控除の是非を判断する場合、「簿記
上の減価償却（bokf6rda　avskrivningar）と税務上の償却（skattemas・
siga　avskrivningar）とが、……一致している方が適切であろう」（1°）とい
う見解をいだいていた。
　税務上の償却控除と私法上の減価償却規定に依拠した減価償却との抗
争を惹起し、その軋礫が最も精鋭化してその決着を最終的に裁判に求め
るようになった主要な問題の一つは、償却率の大小したがってまた耐用
年数の査定の問題であっだ11＞。
　「自由償却制度」の導入の主たる狙いは、さしあたり税務当局と株式
会社等若干の法人企業との間で反復する耐用年数の査定をめぐる「煩わ
しい抗争」（12）といわれてきた問題に決着をつけ、併せて「課税の延期」に
よって企業の「財政的な基盤の強化」（konsolidering）を図り（13）、「不況
対抗的な経済を構築」（14）することであったといわれる。
　スウェーデンが、「自由償却制度」を、「投資準備金制度」等その他の
税務上の諸制度と共に導入したこの時期は、かの「国民の家」というス
v一ガンの下に、P．　A．　Hanssonを党首とする社民党単独政権の時代
（1936－1938年）の時代であった。それは、同国が、1929年世界恐慌に続
く1930年代の不況期を、G．　Myrdahlの1933年の予算案添付書にみられる
ように、ケインズに先行したケインズ的な手法と呼ばれた一連の手法を
大胆に適用することによって、スウェーデン的な混合経済型の計画・組
織化された資本主義の枠組みを模索していた時期であった（15）。1930年代
の安定化政策は、可及的に高い雇用水準を維持しつつ、「循環的変動を平
均化」（16）することを目的とした。この目的のためにとられた手法は、景気
の後退期には赤字予算を組み、好況期には黒字とすることであった。1937
年の予算改革は、経常予算と資本予算を明確に区分した。その意図は、
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主として、公共部門の富の増大と、政府によるその経済の資本形成への
貢献度を明白にすることであった（17）。この場合資金調達は、通常、資本
予算を借款によって賄い、経常予算を租税によって賄うことを原則とし
た。とはいえ好況期には経常予算は黒字となるため、資本予算の一部を
租税をもって充当し、後退期には経常予算は赤字となるため、その一部
を借款によって賄った。「予算による均衡化原理」㈹を実際に適用するこ
とは、間もなく第2次世界大戦の勃発によって不可能となった。この原
理は、戦後の1950年代の経済政策論争に多大な役割を果たした。とはい
え現実問題として、ときの政府も野党も、各々の経済政策上の立場を擁
護するために、予算の経常勘定と資本勘定の区分を巧みに利用した。例
えば、政府は、財政政策をより制限的なものとすることを望むときには、
経常勘定の赤字を増やすため、資本勘定から経常勘定へ支出項目を移動
させ、野党は、減税の余地を示すために、経常勘定から資本勘定へ支出
項目を移動させ、経常勘定の黒字を創造したσ9）。こうして予算の資本勘
定と経常勘定への区分は、「戦術的な政治略策を助長させ、……複雑な簿
記問題に焦点を合わせることによって、財政政策論争を多年にわたって
妨げてきた」（2°）といわれる。
　当時のスウェーデンの財政政策の理念とその手法とが、後の時代に
なって様々な問題を惹起したとしても、さしあたり1930年代の不況及び
それからの脱出過程において、偶発的な平価切下げに加えて、「民間投資
に影響を与えるための単一の最も重要な政策措置は、……おそらく、1938
年における自由な減価償却基準の導入であった。」（21）1930年代のスウェー
デンの短期的な財政政策は、概して公共事業及び個人消費に関わりをも
つものであり、「自由償却制度」は、基本的には「短期的な安定化の局面
よりもむしろ長期的な能率の局面」（22）に関わるものとして、間もなく始
まる不可避的な戦争がやがて終偲した後の経済状況に関する予測を射程
に入れて、不況対抗的な景気変動政策として機能させることを意図して
いたといわれる。
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　「自由償却制度」は、この権利を行使しうる主体を「適格性ある納税
者」（23）とし、その条件として規則的な会計帳簿をつけている株式会社等
若干の法人企業に限定した。（非法人企業は適用除外。）この制度は、そ
れを前提に、かれらが機械・設備を償却する場合、原則として完全に「自
己の判断に基づいて」（efter　sk6n）（24）償却する権利を付与した。（但し建
物は適用除外。その理由は、建物建設は、政府機関の認可を必要とする
こと、その場合様々な机上の事務手続きを踏まなければならないこと、
そのためこの種の資産を直接的に規制することは、実用性の点でも実行
可能性の点でも余り利点がないという判断によるものであった（25）。）こ
の制度の下では、例えば、かれらが、機械・設備を調達した場合、それ
らの見積耐用年数の長短に拘わらず、その調達年度中に全額償却するこ
とも、或いはかれらが適切と考えるならば、「経営成績が良好な年度には、
より一層多額な償却を、経営成績が不良な年度には、より小額の償却を
するか或いは全く償却をしない」（26にとも可能であった。即ち税務当局
は、各々の年度に如何なる償却率或いは償却額を利用するかという問題
を、この「適格性ある納税者」の判断と選択に任した。この制度は、か
れらに年次償却の規模に関して自由な選択権を原則として承認した上
で、かれらがその権利を実際に行使するに当たっては二つの条件即ち「税
務上の償却額は、納税者の帳簿を基礎とした簿記上の減価償却額と一致
すること」（27）、及び「如何なる場合でも税務上の償却総額は、原始原価を
超えてはならない」という条件を満たすべきことを要請した㈹。（現在原
価基準や取替原価基準は否認（29）。）因みにいえば、当然のことながら、「自
由償却の権利」を「自らの判断に基づいて」利用しない法人企業及びこ
の権利行使の適用除外となっていた非法人企業は、「拘束償却制度」にし
たがった。
　「自由償却制度」は、その制定後間もなく勃発した第2次世界大戦に
伴う戦時経済体制下でも徐々に産業界に浸透していった。とはいえこの
制度が、産業界により一層普及・定着するようになるのは、戦後の1945
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年より1951年にかけてであった（30）。
　「自由償却制度」を導入した当時、同国の産業界や学識経験者達の大
方の予想に反して、厳しい戦後不況は到来せず、戦後の好況期の下で、
減価償却の進捗度と投資の拡大とはほぼ比例的に加速化していった（31）。
（別表1．1を参照。）既述のように、スウェーデンの1920年代の文献でさ
え、既に過大償却実務の一端として、機械・設備に関する名目的・備忘
録的な「1クローネ勘定」のあることを指摘していたが、第2次世界大
戦後のこの時期には、とりわけ巨大企業の多くは、「自由償却の権利」を
利用して機械・設備の初年度全額償却或いは「1クローネ勘定」の計上
に倦むことがなかった㈹。本稿の前節で指摘したように、「自由償却制
度」の法制化に導いた「1936年租税委員会」におけるこの問題に関する
討議の過程で、「自由償却の権利は、無制限な減価償却の権利を意味する
か」（33）という問題が既に提起され、各界からの活発な論議を招いた（34）。こ
の場合この制度に内在する、好景気におけるインフレ助長的な性格を指
摘し、それに対する危惧感を表明する学識経験者もいなかったわけでは
なかった。とはいえ大半の論者は、この制度は、税務当局と株式会社等
若干の法人企業の耐用年数の査定をめぐる抗争を回避し、併せて不況対
抗的な企業の「財政的な基盤の強化」を図ることに寄与するという理由
で、「自由償却の権利」を抑制することには反対であった。またこの制度
のインフレ助長的な性格を周知している学識経験者の中にさえ、税務当
局は、「自由償却の権利」を承認する場合、企業が「不合理な」償却をし
ない限りという前提条件を、暗黙裡に前提としており、税務当局は、企
業が行う「不合理な」償却を当然制限する権利を有するので、「自由償却
の権利」を抑制するための別段の規定を定めることを必要とはしないと
説く人々も存在した㈹。そしてこの場合「不合理な」という言葉をめぐっ
ても様々な解釈論が展開した。その委細は別として、結論的にいえば、
「不合理な」とは、「良き商人の会計慣行」・「健全な商慣行」と背反する
ということを意味し、「良き商人の会計慣行」・「健全な商慣行」とは、「慎
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重な」それであり、「高額な償却は、良き商人の慣行に矛盾しない」㈹と
いう以外、その内容は不問に付された（37）。「自由償却制度」の導入問題を
討議した「1936年租税委員会」において指摘されていたこの制度に潜む
問題性は、さしあたり玉虫色の法案として議会を通過した。このような
玉虫色の法案と可決とは、後にその改定にあたって、次のように釈明さ
れた。「なお一層疑義のある問題は、1938年に問題の諸規定が税法に導入
されたとき、納税者が、自由償却の権利を、法規の制定者が意図してい
たと推定されうる償却額の程度を広範に超えて、利用するということが
概ね判明しているという理由で、その権利を取消しすることが可能か否
かという問題である。想起するべきことは、当時、この法規の制定に関
与した人々が既に念頭に入れていたことは、企業が自由償却をそのよう
な程度まで利用するようになるということ、それ故にそのような場合に
は税務当局に、この権利の承認問題に干渉しうる可能性を認めるべきで
あったということである。とはいえ様々な観点から完全に合目的な諸規
定を作成することは困難であることを考慮して、これについては何らか
の詳細な規定を設けることはなかった。とはいえ前提とされていること
は、産業界の立場からも社会的な一般的な観点からも、望ましい実務が
形成されるべきであるということであった。」（38）ここにいう「産業界の立
場からも社会的な一般的な観点からも望ましい実務」を形成するという
ことは、時期的には確定できないが来るべき戦後状況の下で、発生しう
ると推測された景気の後退（投資の不振）或いは景気の上昇（投資の過
熱）等、何れの場合であるにせよ、景気変動に適合的な会計実務の形成
（投資を刺激或いは抑制する会計実務の形成）を意味した。
　この問題性が、現実に顕在化し、やがては「自由償却の権利」の一部
制限という形で修正の是非が問われるようになるのは、この制度の実際
的な適用の過程においてであった。それは、1952－1955年にかけて施行さ
れたこの権利に対する暫定的な制限措置、1955年以後、当時としては‘恒
久的・持続的な’制限措置の実施に繋がるのであった。即ち「自由償却制
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度」より「制限償却制度」への移行という過程である。
　上記のように、一部の学識経験者が、既に「自由償却制度」の導入過
程でこの制度に潜在するインフレ助長的な性格を指摘し、その後も第2
次世界大戦後の好景気の下でこの制度が普及・定着するのに伴って、こ
の制度を持続することに対して警告を発していたにも拘わらず㈹、巨大
企業を中心とする産業界は、この制度はいわゆる自己金融による企業成
長と国際競争力の強化に寄与すると主張し、この制度の持続を望んだの
であった㈹。
　Nils　Vasthagenは、この「自由償却制度」問題に関する詳細な実証研
究に着手し、その調査結果を二部作として纏めた。（Nils　Vtisthagen，　De
fria　avskrivningarna　1938－1951，　F6rsta　delen，　Industrin，1953，　Andra
delen，　Rederierna，1956，　Meddelande　490ch　Nr　50，　F6retagsekonomis－
ka　Forskningsinstitutet　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockhol，　Lund）第
一部は、概して減価償却の機能（その企業経済的な局面と国民経済的な
局面）を解説することより出発して、損益調整機能と資金調達機能・減
価償却と投資・減価償却と景気変動・減価償却と良き商人の慣行の問題
等を問い、次いで自由減価償却の権利の法律的な側面（解釈論）、調査・
研究の資料収集の方法とその制約条件、減価償却・投資・利潤の関係等、
総じて減価償却による自己金融機能の問題に焦点をおき、とくに機械製
造業、木材加工・製紙業、織物業（大・小規模織物業）について分析し
た。第二部は、第一部で展開した所説をうけて、同国の伝統的な産業と
して少なくても戦後の一定期間まで国際競争力を備えていた造船産業に
ついて分析した。
　かれは、調査・研究の対象とするべき企業として、当時、資本金百万
skr以上の128社　　その内訳は、機械製造業（36社）、造船業（8社）、
木材加工・製紙業（32社）、大規模織物業（29社）、小規模織物業（23社）
　　を選択した（41）。かれは、1938－1951年間にわたって、各産業部門別に、
実際の償却額（「自由償却制度」による償却額）と調達原価を基礎とする
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「拘束償却制度」及び再調達原価を基礎とする「拘束償却制度」という
各制度の下で計上される償却額とを比較し、併せて償却額と投資活動と
の関連を調査し、その結果を各産業部門別に図式化した（42）。（別表
1．1－1．5を参照。）
　それによれば、時期的に各産業部門が「自由償却制度」を積極的に利
用するようになったのは、必ずしも同時的ではないが、概してそれが普
及・定着するようになるのは、第2次大戦後からであった。それに伴っ
て何れの産業部門でも平均的に「自由償却制度」による償却額は、調達
原価を基礎とする「拘束償却制度」を適用した場合のそれはもとより、
インフレを考慮して再調達原価を基礎とする「拘束償却制度」を適用し
た場合のそれよりも大きかった。例えば、各産業部門の中でも最も早期
に「自由償却制度」の導入に積極的であったたとみられる機械製造業の
場合、平均的に「自由償却制度」による償却額は、調達原価を基礎とす
る「拘束償却制度」を適用した場合のそれよりも50％程度、再調達原価
を基礎とした「拘束償却制度」を適用した場合のそれよりも25％程度大
きかった。それより遅れて「自由償却制度」の導入に積極的に取り組ん
だと推定される造船業及び木工加工・製紙業の場合も、平均的に機械製
造業の場合とほぼ同様であった。大規模織物業の場合、平均的に「自由
償却制度」による償却額は、調達原価を基礎とする「拘束償却制度」を
適用した場合のそれよりも同じく50％程度、再調達原価を基礎とする「拘
束償却制度」を適用した場合のそれよりも10％程度大きかった。もとよ
り各産業部門内で個別企業が実施した「自由償却制度」による償却額の
大きさは、個別企業の個別的な事情によって各産業部門の平均値とは乖
離した。このような「自由償却制度」の下での実際の償却額と設備投資
額との関係を示す「相関関数」（korrelationskoeficeient）が、0，61以上
の企業は、機械製造業56％（34社中19社）、造船業71％（7社中5社）、
木材加工・製紙業39％（28社中11社）、大規模織物業52％（29社中15社）、
小規模織物業51％（18社中9社）、総計51％（116社中59社）となってい
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た。そして実際の償却額と設備投資額の動向が殆ど一致している一会社
の場合、その相関関数は0．98であった（43）。これらのことから少なくても
推測しうるのは、好況期の高利潤は、「自由償却制度」による多額な償却
を可能とし、それに相当する減価償却資金が、更に高利潤によって刺激
されて、設備投資に向かったということである。
　次項でみるように、こうした状況の下で政府は、「自由償却制度」を、
過熱気味の景気の鎮静化という側面より、改めてその是非を問い、その
結果、この制度に、1952年以後暫定的に一定の歯止めをかける措置（1952
年以後取得の機械・設備に適用）をとり、1955年にこの措置を恒久化す
る法的措置（1956年より施行）を講じた（44）。即ちそれは、「帳簿償却制度」
（rakenskaplig　avskrivning）と呼ばれた制度である。既述のように、
この制度は、1955年以後1990年代初頭の税制改革までそのまま存続した
のみならず、この税制改革によっても、この制度の背後にある基本的な
思考は、機械・設備の償却については30％定率法を承認する形で、依然
として貫徹されている（45）。
2．2．帳簿償却制度への移行
　「自由償却制度」の導入過程で既に論議の対象となった「自由償却の
権利は、無制限な減価償却を意味するか」という問題、或いはまたそれ
に関連して提起された「自由償却制度」の下でも承認され難い「不合理
な」減価償却とは何かという問題、更にはそこより展開した「良き商人
の慣行」・「健全な商慣行」の意味内容をめぐる解釈論の展開等、「自由償
却制度」をめぐる様々な論点の呈示と様々な批判にも拘わらず、この制
度は、その導入以来、とりわけ終戦直後からその暫定的な制限措置が開
始する1950年代初頭まで、産業界に急速に普及・定着し、例えば、
Electroulx社の1946－1947年の「自由償却」の事例にみるように、膨大な
償却控除を許容してきた。（別表5を参照。）
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　かねてよりこの問題を討議してきた「事業税委員会」は、1952年にそ
の討議の結論の一つとして、「自由償却制度」は、株式会社等若干の法入
企業に対して、いわゆる「制限償却制度」の下では不可能な、膨大な税
務控除を許容し、需要が供給を上回り投資を刺激することよりも抑制す
ることを必要とするような時期に、株式会社等若干の法人企業の投資活
動の拡大に伴って増大する資金需要を賄い、更なる機械・設備の取得に
駆り立てるという現状認識を示した㈹。
　当時のスウェーデンの著名な会計士Per　V．　A．　Hannerは、雑誌論文
の中で、この間の事情を、概略、次のように説明した。即ち、第2次世
界大戦後（1946年頃から）のスウェーデンにおける低金利政策、傾向的
なインフレ、完全雇用（労働力不足）、財貨の払底（とりわけ住宅不足）
という状況は、同国の企業家達を投資に駆り立てたこと、しかも第2次
世界大戦の勃発間近かに制定された一連の投資刺激効果をもった税制
は、この傾向を促進し過大投資傾向を創出しつつあったこと、この時期
に政府の採択していた政策は、基本的には、資本財の過大需要・価格水
準に対するインフレ効果の下でインフレを阻止しつつ、非産業用の建物
（住宅）への国家的な投資計画の余地を残すものであったこと、そのよ
うな流れの下で、政府は、1938年に導入した「自由償却制度」・「投資準
備金」等その他の一連の投資刺激的な諸制度の改正に先立って、1951年
に機械・設備と棚卸資産への投資抑制策として、例えば、投資税を導入
したと㈹。政府当局が、余儀なく投資抑制策に着手するようになるまで、
例えば1948年には株式会社に対する所得税は、名目的にせよ46－50％程度
に達していた（48）。株式会社等法人企業は、既に1940年代末葉にこれだけ
の法人所得税を支払っても、「自由償却」とそれにより蓄積される資金に
よってなお設備投資の持続と拡大をなしうる程、巨額な内部留保をして
いたし、それ以後もこの制度を、かかるものとして機能させてきた。そ
れは、「自由償却制度」を制定した政府の当初の本来的な意図を離れて、
制度それ自身がいわば企業の利害に傾斜しつつ、一人歩きをするように
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なってきたことを象徴していた。
　現代スウェーデンにおける一会計学者Sten　J6nssonもまた、同国の会
計実務の発展と会計政策の形成（49）という視角からであるが、1930年代以
後の社民党政権の下で着手されたスウェーデン的な混合経済型の計画・
組織化された経済体制の構築の過程で政府のとった租税政策を顧みて、
Per　V．　A．　Hannerと同様に、その問題性を指摘した。
　Sten　J6nssonによれば、第2次世界大戦中の同国の中立政策は、苦渋
に満ちた選択であったが、同国は、それによって直接的な戦禍による産
業基盤の崩壊と生産能力の壊滅という惨事を殆ど免れた。そのため同国
は、戦時経済より戦後経済への移行（新しい生産体制の開始）の場合に
は、戦禍の影響をもろに受けた諸外国の多大な需要に支えられて、比較
的順調に経済再建の道を開始した。1949年の同国の通貨引下げは輸出に
有利に作用し、朝鮮戦争ブームは需要超過に拍車をかけた。その結果と
して同国は、1950年代初頭には産業ブーム期を迎えた。このような状況
の下で「自由償却制度」の導入過程で、懸念された景気の過熱という危
険性は、非常に現実的な問題となった。とはいえさしあたり私的企業の
高い収益性は、産業用の資本投資のための資金調達を可能とし、それに
よって私的企業は、信用市場からの圧迫を受けることなしに、安定成長
をすることが容易であった。即ち「当時の税務上の諸規則は、自己金融
に味方した。」（56）私的企業は、過熱気味の更なる投資意欲を満たすために
は、なお一層多大な資本を必要とした。この資本需要は、当時の政府当
局が策定した種々の福祉政策の実現のための諸条件に抵触することにな
り、経済全体としてインフレ傾向を招来する結果となった。「自由償却制
度」に対する制限措置は、こうした状況に対する政府の対応策の一つで
あった。
　Sten　J6nssonによれば、スウェーデンにおいて第2次世界大戦後少く
ても1960年代まで、会計の発展動向を左右してきた主要な要因の一つは、
国民的な福祉国家の構築を目指した産業と政府（議会）の合意であり、
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税制のあり方もそれに沿うべきものであった。換言すれば、「福祉の分配
に関する最も重要な用具は、勿論、租税政策であった。」（51）「スウェーデ
ンでは常に国家によって代表される社会　　同国では、政治家達によれ
ば、国家と社会とは、同義語として使用されるが　　の利害は、時折、
産業界或いは経済学上の諸原則と敵対する。そして社会は、より上位の
利害関係者なので、国家の租税政策の結果として発生する会計上の諸問
題は、諸事情が許す限り、十分でないとしてもできるだけ解決されるべ
きである。会社は、諸帳簿にしたがって課税される。即ち租税目的で帳
簿記録から全く独立した別の年次報告書が作成されることはない。……
政府が、例えば、産業上の資本投資を刺激するために、税務上の刺激を
利用することを欲するならば、会社は、その所得より、将来投資のため
に積立金に組み入れる部分を所得より控除することが可能である。会社
は、帳簿上の所得に課税されるので、これらの、所得より控除可能な将
来投資のために積立金に組み入れする部分は、損益計算上の費用項目及
び貸借対照表上の非課税積立金　　それは、‘負債’と‘持分’との間に計上
されるが　　として表示するべきである。」（52）税務上の「自由償却制度」
の導入とその後の制限措置という問題もまた、産業と政府（議会）の合
意を原則としながら、「より上位の利害関係者」としての国家（社会）の
立場より調整されるべきである。
　Sten　J6nssonが指摘するようなこうした事態に直面して政府がとっ
た民間投資に対する政策は、以後「短期的な安定化の局面に、すなわち、
民間投資の時機（タイミング）に影響を及ぼすことに……、焦点が合わ
された。このことは、1955年の減価償却原則の［投資刺激的な効果の制
限］強化と同様に、短期的な金融および財政政策措置についても当ては
まる。減価償却原則の改正は、主として、民間投資を安定政策に……一
層、敏感に反応させる方法として正当化された。」㈹即ちスウェーデンで
は、「社会経済的なバランスを維持しようとする国家の努力は、就中、産
業界の私的部門で行われている強烈な投資傾向を阻むことを目的とした
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諸手法の中に表明されている」（54）が、「帳簿償却制度」は、その手法の一
つと考えられたのであった。政府（大蔵省）は、「事業税委員会」の答申
を受けて、「投資準備金制度」等の改正案と共に、「自由償却制度」の改
正のために作成した大蔵省原案［「所得税等における自由償却の一時的な
制限に関する提案についての覚書」（55）を基礎として作成した原案］を議
会に提出した。議会は、この原案を討議し、当面、1952年及び1953年の
課税年度に限定して「自由償却に対する幾つかの制限をする決議をし
た」㈹のであった。こうして政府は、さしあたりは暫定的に、後には恒久
的に、「自由償却の権利をある程度制限」（57）する手段として、税務上、1938
年の「自由償却制度」の導入以来適用されてきた旧制度を1955年に廃止
し、それにとって代わる新制度を制定した。
　新制度は、先ず従来の「自由償却制度」を廃止し、これに代わって「帳
簿償却制度」（rakenskaplig　avskrivning）という方式を導入した。次い
で「自由償却制度」の下でも、「自由償却の権利」を利用しなかった株式
会社等若干の法人企業及びこの権利の適用対象外にあつた非法人企業が
利用してきた償却方式は、旧制度の下では「自由償却制度」との関係で
「拘束償却制度」と呼ばれていたが、新制度は、この「拘束償却制度」
をあらたに「計画償却制度」（planenlig　avskrivnig）という名の下に適
用した。したがって新制度の下での税務上の償却控除を支えたのは、「帳
簿償却制度」と旧来の「拘束償却制度」を改名した「計画償却制度」と
いう二本の柱であった。
　新制度は、総体としてその適用対象となる企業を株式会社等若干の法
人企業の他に、旧制度の下では「自由償却の権利」の行使の適用除外と
なっていた非法人企業（個人企業）にも「自由償却の権利」に代替する
「帳簿償却」の権利を適用することを承認した。但し非法人企業がこの
権利を行使しようとする場合、その前提条件として非法人企業も、「1929
年会計法」§9にしたがって㈹、「秩序ある記帳をなし、損益勘定による諸
勘定の締切りを行うこと……即ち、いわゆる完全簿記（s．　k．fullstandig
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bokforing）」（59）を実施していることを要請した。
　この制度が、それを前i提に、その一方の支柱たる「自由償却制度」に
代替する制度として導入した「帳簿償却制度」は、最も簡潔にいえば、
機械・設備について「基本規則」（huvudregeln）として「30％一規則」
（30％－regeln）と呼ばれた逓減残高償却法（30％定率法）の適用、「補足
規則」（kompletteringsregeln）として「20％一規則」（20％－regeln）と呼
ばれた定額法の適用、耐用年数3年以内の資産を「3年設備」（3　ars
inventarier）と呼び、その調達年度中における全額償却を承認すること
を、その基本的な骨子とした（6°）。（但しこの制度の下でも、建物は適用除
外。）（「帳簿償却制度」も、旧制度と同様に、無形固定資産の償却にも適
用されるが、この問題は、本稿の直接的な課題ではないので、言及しな
い。）そして「帳簿償却制度」は、これらの資産が場合によって売却され
るならば発生するかも知れない将来の利益が、課税所得となることを阻
むために、これらの資産の取得原価に対する未償却残高が、計数的に把
握可能であることを要請した（61）。したがってまた「帳簿償却」は、年次
会計上の減価償却額と一致することを必要とした（62）。「帳簿償却制度」
は、この前提の下で企業が、「当該資産の簿価が最も低くなるように」㈹、
定率法または定額法を自由に選択しうる方式であった。
　「基本規則」即ち「30％一規則」は、機械・設備の見積平均耐用年数を
7年程度として、機械・設備の帳簿上の期末残高（期首残高＋期中購入
高一期中除却高）（64）の30％を、税務上承認しうる、当該課税年度の償却控
除の上限とする規則であった。（「30％一規則」は概していわゆる定率法の
適用を意味したが、逓減残高法であれば、それ以外の方法、例えば、算
術級数法等も許容する方式であった。）企業は、この規則を文字通り利用
すれば、当該資産の見積耐用年数に関わりなく、当該資産の取得年度に
取得価額の30％を、2年度目に21％（未償却残高の30％）を償却するこ
とになり、2年間で取得価額の51％を償却することが可能であった（65）。
企業は、この「30％一規則」の枠内で、自由裁量によって完全に「自己の
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判断に基づいて」年次償却率を決定することができた。即ち企業は、如
何なる年度でもこの上限よりもはるかに低い比率で償却控除をしてもよ
いし（例えば、初年度に取得価額の10％、2年度目に未償却残高の30％、
3年度目にその20％等）（66）、或いは償却控除を全くしなくてもよい。その
場合には償却控除は、自動的に幾分かは、次年度以降に延期され、次年
度以降の減価償却上の基礎価額が、償却控除をしていた場合よりも高く
なり、それに応じて償却控除も高くなるに過ぎない（67）。但し、企業がこ
の規則を適用する場合、機械・設備の全項目を対象としなければならな
い㈹。（換言すれば、機械・設備の範疇に入る個々の項目ごとに、異なる
規則を適用してはならない。）
　「補足規則」即ち「20％一規則」は、「基本規則」を前提として、機械・
設備の耐用年数を5年程度として、企業が、当該課税年度中に調達した
機械・設備については取得価額の20％、それ以前の課税年度中に調達し
た機械・設備については当該年度を基準として1年前には40％、2年前
には60％等、更に当該課税年度以後取得した機械・設備については毎年
取得価額の20％の減価控除を承認する制度であった（69）。企業がこの規則
をそのまま適用すれば、企業は、「［取得後］4年以上経過した機械・設
備を、［貸借対照表に］記載する必要がない」（’°）　1とになる。但し、企業
がこの規則を適用する場合、「30％一原則」の場合と同様に、機械・設備
の全項目を対象としなければならない。
　「帳簿償却制度」は、それ自体としては、基本規則「30％一規則」及び
補足規則「20％一規則」を定めることによって納税者に対して旧来の「自
由償却」の権利の恣意的な行使をある程度まで制限することが可能な筈
であった。
　とはいえこの新制度は、企業が「基本規則」或いは「補足規則」を選
択適用することを承認するが、この場合企業が、償却進捗度或いはその
他の状況を考慮して、随時（毎年）、「基本原則」による減価償却費の計
上より「補足原則」によるそれに切替えすることも承認する制度であっ
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た。（別表2を参照。）そのため新制度の下でも企業は、自己のおかれた
その時々の諸条件を考慮して、「基本規則」と「補足規則」を巧みに組み
合わせることによって、かなり自由で弾力的な償却控除をすることが可
能であった㈹。しかもこの新制度の下での「帳簿償却に関する諸規則は、
納税申告の場合償却期間のより一層の短縮化とより多額な償却控除を承
認するので、これらの諸規則は、決算政策と結合」㈹して、企業をとりま
くその時々の外部的な与件とそれに制約された企業内部の様々な個別的
な事情に応じて最適な選択岐を選択しうる道に繋がり、事態は、法律立
案者達の思惑通りには、必ずしも運ばなかった。更にこの新制度もまた、
「自由償却」の権利の行使の場合と同様に、殆ど全ての産業部門に適用
可能であったことを考慮すれば、その適用対象の拡大は、この制度の持
ついわゆる「損益調整」→「秘密積立金の設定」㈹という機能を、個別企
業的にも産業界全体としても、相当程度まで深化・増幅させた筈である。
事実、1960年代後半或いは70年代に入ると、これらの問題は、「投資準備
金制度」（1938年制定・1955年改定）との関連で、改めて決算政策という
視角に照準を定めて検討されるようになり、様々な試算を基礎とした選
択岐がモデルとして提示されるようになった（7‘）。加えていわゆる「3年
設備」の概念とその取得年度における全額償却制の導入は、直接的には、
当時進行する技術革新に対応する措置であったとしても、それもまた、
「帳簿償却制度」がうみだす上記のような作用を側面より支えるもので
あった。
　なお、新制度も、建物については旧来どおり適用除外として3％直線
法によることとし、基礎価額としては、機械・設備の場合と同様に、再
評価額或いは再調達価額を適用することを承認しなかった㈹。
　こうした点よりみて新制度の下での「帳簿償却制度」は、「自由償却」
の権利を制限する目的であったとしても、企業が、この制度の本来的な
目的に沿ってこの制度を運用をしたか否か、またそれによって政府が、
その所与の目的を達成することが可能であったか否かは、疑問である。
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むしろ概して企業は、「帳簿償却制度」の制定以来、「基本規則」と「補
足規則」との様々な組合せによる償却控除額を試算しながら、自己にとっ
て最適な自由で弾力的な償却（とりわけ短期償却）を実施続けてきたよ
うに思われる。そうだとすれば、それは、政府の当初の意図と相容れな
い結果を招いた筈である。
　新制度がもう一つの柱として定めた「計画償却制度」は、その名称の
変更はあっても、「かってのいわゆる拘束償却制度」（den　tidigare　s．　k．
bundna　avskrivningen）（76）に対応する規則として「拘束償却制度」によ
る減価償却規定をそのまま継承した。そのためそれは、減価償却計算の
基礎となる調達価額の計算に関する諸規則の変化を伴うこともなかっ
た。換言すれば、「計画償却制度」は、機械・設備の固定資産の見積耐用
年数を基礎とした直線法償却であった。この場合「償却計画」の中心課
題は、見積耐用年数の決定及びその結果としての年次償却費の決定とい
う問題であった。見積耐用年数の決定の場合、旧制度の場合と同様に、
物質的減価の他に陳腐化等の機能的減価も考慮された。「帳簿償却制度」
の場合税務上の償却控除額は、年次会計上の減価償却費との一致を必要
とするが、「計画償却制度」の場合税務上の償却控除額は、特殊な状況を
別として、年次会計上の減価償却費と一致しなくてもよい。但し「計画
償却制度」の下で償却控除額が、帳簿上のそれよりも非常に高額となる
場合、税務当局にそのことを開示しなければならない㈹。また企業は、
特定年度に「償却計画書」に基づいて償却する償却額よりも小額な償却
控除をなし、次年度以後に繰延控除してもよい。即ち各々の企業は、営
業成績の良好な年度の到来まで、償却控除を延期・繰延する選択権を有
する㈹。
　しかも総体として、新制度は、この二つの支柱即ち「帳簿償却制度」
と「計画償却制度」という二つの償却方式の弾力的な運用によって、償
却費の恣意的計上を可能にする制度であった。例えば、企業は、或る年
度には「帳簿償却制度」を選択し、翌年度には「計画償却制度」に移行
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することも可能であった。この制度は、企業に各々の年度末に当該年度
における償却方式を自由に選択する権利を承認するので、企業は、この
特典によって年次償却額を概して極大化したが、揚合によって各々の年
度末に欠損を生じ、償却限度額に関する税法上の特典を享受できなけれ
ば、喪失した税法上の特典に相当する限度額を次年度に繰延することも
可能であった㈹。
　何れにせよ、設備・機械に対する税務上の償却控除にみられる大幅な
自由は、「営業成績の良好な年度には相当な償却をすることにより、そし
て営業成績の良好でない年度には償却を抑制することによって、利益の
平準化を助長し、……機械・設備の価額を名目的な価額1クu一ネの金
額まで引下げ、税額控除の獲得に役立つ。」（8°換言すれば、会社が機械・
設備を購入し、直に1クローネの価格まで簿価の引下げをすれば、それ
は、秘密積立金の形成・増大となるが、このことは、「会社が、そのよう
な秘密積立金が流動化されるまで、スウェーデン政府より無利子の借入
が可能であることを意味する。」（81）この可能性は、投資活動の拡大・刺激
の要因となったのであった。
　企業は、その後、1960年代に入って、このような「帳簿償却制度」に
よる税務上の恩典と投資準備金制度の選択権の行使等その他の税務上の
恩典との関連を、企業の流動性と収益性の改善という視点より比較検討
し、企業にとって最も有利となる選択岐を決定するために、様々の試算
をするようになった。その委細は別として、企業は、それらの試算に基
づいて、1990年代初頭の税制改革までその時々の必要性に応じて、巧み
にそれらの制度を利用してきたのであった。
2．3．「自由償却制度」／「帳簿償却制度」と「投資準備金制度」の
　　選択適用事例の一端
これまでさしあたリスウェーデンの減価償却に関する私法上の規定及
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ぴ税務上の規定の沿革を概観することより出発して、それを前提として
税務上の「自由償却制度」の導入とその後の展開或いはその権利の制限
を狙った「帳簿償却制度」の仕組みについて明らかにした。そしてこれ
らの法制上の減価償却規定が、その解釈論を媒介としながら、同国にお
ける機械・設備の償却の大幅な恣意性を許容してきたことを指摘した。
特に「自由償却制度」／「帳簿償却制度」という税務上の償却控除の制度
は、その立法者の意図とは別に、それ自体が、個別企業の決算政策と結
合しつつ、なおまた税務上のこれらの償却控除制度の導入と並んで同時
に導入・修正されてきた「投資準備金制度」との比較考量の下に、様々
な選択岐をうみだしてきたことを明らかにした。
　スウェーデンの減価償却規定それ自体は、原則として固定資産の簿価
の切上げげを否定していない（82）。1930年代恐慌に伴う不況期の後、同国
は、社民党の採択した経済政策の下で戦中・戦後にわたり不断にインフ
レ圧力に晒されてきた。とはいえ同国の企業が、一般に固定資産の簿価
の切上げを実施しないのは、再評価に対して税務上追加的な減価償却費
の計上が承認されていないことによる。同国の企業は、その代わりに、
資産に対する過大な償却費の計上を通じて、秘密積立金の形成に導くよ
うになる点まで、簿価の切下げをすることができる㈹。換言すれば、固
定資産とりわけ機械・設備に対する償却控除の自由性は、棚卸資産評価
に対するそれと並んで、「相当程度まで、……架空のインフレ利益の計上
を回避することに寄与してきた［が、同時にまた、］このようなスウェー
デンの会計実務の発展動向及び多数の会社が蓄積してきた、しばしば生
ずる過度の秘密積立金は、同国の税務上の規則が、少なくとも会社との
関連では、余りにも自由であったことを示唆する。」（84）そして「スウェー
デンの税務上の規則と会計実務とは、……スウェーデンの産業界が、特
別に安定化することに寄与してきており、……幾百万クローネかの会社
の秘密積立金は、価格の低落に対する保証であり、将来、営業成績が不
良となった年度にも租税及び配当金の支払をするための保証」㈹として
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機能してきたのであった。
　Nils　Vasthagenの自由償却に関する実証分析が示しているように、ス
ウェーデンの各産業部門の諸企業は、1938年の「自由償却制度」の導入
以来、機械・設備の償却控除に関する税務上の寛大な恩典に浴してきた。
このような事例の一つは、the　Swedish　Ball　Bearing　Companyが1959
年の年次報告書に「資本的資産に対する減価償却」という表題の下に示
しているつぎのような記事である。
　「不動産．機械等に対する減価償却は、（1959年には）33，171，209クロー
ネとなる。（1958年には27，171，209クローネ．）……現行税法の立場から
は、1955－1959年に取得の資産は、まえもって完全に全額償却。建物等に
対する減価償却は、通常の諸原則にしたがう。減価償却が、現在の税務
上の規則によって制限されず、それまで同社が通常適用してきた諸原則
にしたがってなされていたとすれば、この年度の減価償却は、40，000，000
クローネとなっている筈である。」㈹
　この記事は、同社が「自由償却制度」から「帳簿償却制度」に移行す
ることによって被った税務上の償却控除の喪失を伝えている。加えてそ
れは、更に逆上り、同社が、1950年の旧制度の下では16，000，000クロー
ネの償却控除の恩恵に浴していたが、1951年以後適用された暫定的措置
の下では1951年に償却控除が、4，800，000クローネに低落したことを記し
ている。こうして同社の場合、少なくても「自由償却制度」から「帳簿
償却制度」への移行に伴って、「自由償却の権利」の行使によって享受す
る税務上の恩典は、著しく低落した。とはいえ同社は、その後10年近く
経った1959年には、「投資準備金制度」を利用することによって投資準備
金のための税額控除の恩典に浴し、「帳簿償却制度」に移行することに
よって被った税務上の償却控除の喪失を埋め合せた。「帳簿償却制度」と
「投資準備金制度」の選択適用のこうした事例は、他社にもみられた。
例えば、同年、Volvo社は、純益利益18，800．000クローネに対して、投
資準備金28，000，000クローネを計上し、それを適切なものと呼んだ（87）。
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　これらの事例は、「自由償却制度」／「帳簿償却制度」と「投資準備金
制度」との税務上の効果に対する比較考量による決算政策がそこに作用
していることを窺わせる。
　「政府が、税制上、……経済的な刺激を与えるために払ってきた努力
という点からみて国際的に最も長い歴史をもっていた国は、スウェーデ
ンであった」㈹といわれている。その手法は例えば、本稿で問題としてき
た「自由償却制度」の他にも、棚卸資産原価の1／3までの簿価の切下
げ、年金積立金のための選択的な相当の費用計上等、様々であった。税
制によって経済全体に刺激を与えるという政府の意図が、果して実現さ
れたか否かという問題は別として、このような税制は、私的企業の領域
とりわけ企業会計の領域においては、会計処理の恣意性と不明瞭性をか
なり増幅する結果を招いてきた。その顕著な事例としてしばしば引き合
いにだされるのは、公表企業利益の決定の過程と会計士監査の実情であ
る。
　スウェーデンの私的企業の取締役達は、公表企業利益を決定しようと
する場合、こうした税制の問題を、当該企業のその他の対内的・対外的
な問題と並んで、不断に考慮してきた。「取締役達は、租税の効果、金融
市場、労働交渉、その他様々な要素を重視」（89）した。「取締役達は、会計
年度末に、どれだけの利益を報告するべきかを決定しなければならない
［が］、かれらは、そのような要素を来るべき賃金交渉、かれらが支払し
ようとする配当金の額の決定、及び配当金と所得との間に適切な関係を
維持することに対する影響力であると考える。取締役達は、近似値的に
かれらが報告しようとしている利益を決定しようとする場合、かれらが、
そのために、希望する数字をうることができるよう、会計士達に帳簿を
修正する最も容易な方法をみつけるように命令する」（9°｝。或いはまた、
「取締役達は、先ずかれらが報告したいと思う利益を決定し、次いで会
計士達にこの選択された数字を算出するように命令する。」（91）例えば、
G6ran　Albinssonは、同国の或る工的企業における賃金・減価償却・償
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却後利益・配当金の関係について、1950－1954年間の動向を分析している
が、それによれば、この期間中、それらの比率は、ほぼ、一定である（92）。
（別表4を参照。）これは、税制という一定の制度的な枠組みに内在して
いる弾力性をはじめとしてその他の可能なあらゆる手段を利用しなが
ら、公表企業利益の大きさを平準化しようとする取締役会の意向が働い
ていることを左証するといえるであろう。
　このような事情は、当然に、同国における監査制度上、公認会計士の
監査業務の内容それ自体も制約する。公認会計士達によれば、かれらが
監査するべく受けとった計算書類等一連の書類、そこに適用されている
会計手続、会社の資産に関する棚卸の状況或いは会社の管理状態につい
ては、かれらが論評するべき事柄は何もない。それでもかられらが、監
査責任を負う当該企業の当該年度の財政状態とその事業活動の結果につ
いて、その是非を判断しなければならないとすれば、その場合かれらが
注目するべき書類は、提出される貸借対照表及び損益計算書それ自体よ
りも、管理報告書において示されているこれらの書類に対するコメント
である。それは、「ある程度まで、機械・設備の当該期間の償却控除が、
正常であるか否か、正常値より過大であるか或いは過少であるかという
ことを明らかにする。」㈹これによって財務諸表の読者は、財務諸表上の
利益をこのコメントと照らし合わせて、読者自らが調整することが可能
となり、その限り「所得決定は、公表財務諸表に関する個人的・主観的
な調整の問題となる。」（94）
　例えば、同国の大抵のグラフ付きの年次報告書は、これまで企業の設
備投資と減価償却による資金調達の関係を開示しているが、その表示方
法には統一性という問題の配慮もなく、表示内容に関する網羅性と概観
性の適度な調和という問題への関心も希薄であった。そしてこれらの問
題は、営業報告書に委ねる。例えば、Bofors社は、1967年の営業報告書
において、機械・設備・建物への投資、償却総額、投資準備金相当額の
償却の動向を開示している㈹。（別表3を参照。）これによれば、投資準
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備金によって取得した資産に対する償却額は、全体として低いが、それ
は、この制度それ自体の基本的な枠組み㈹に依存する。この制度の枠組
みにしたがって、凍結預金勘定への預金をしない場合／投資準備金に関
する一般規定（§9．1）にしたがって凍結預金勘定に預金する場合／投資
準備金に関する特別規定（§9．3）にしたがって凍結預金勘定に預金する
場合、何れの三つの基本的な場合でも、少なくてもそれに相当する額だ
け当該資産の簿価の切下げ（償却）を伴い、この簿価を基礎とした「正
常な税務上の償却」が行われるので、投資準備金相当額の償却額は、投
資準備金を設定しない場合の簿価を基礎とした償却額よりも、小額とな
る。この営業報告書は、もとよりそれ自体として、取締役達の経営政策
的な視点による経営の実態からの乖離と経営の実態についての脚色があ
るとしても、当時のスウェーデンにおける「自由償却制度」・「投資準備
金制度」・その他の税法上の手法の比較・考慮による設備投資と減価償却
の関連あるいはそれらの動向をある程度まで示すものとして、注目して
よいであろう。
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　　Palle　Hansen（red．），Handbok　i　redovisning，　Natur　och　Kultur，1971，　s．
　　708．
㈹　Palle　Hansen（red．），ibid．，　s。708．
㈹　Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．277．
㈲　Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．87　and　p．277．，
　　Konjunktur，　Politik　och　F6retagsbeskattning，　Arosmassan　1954，　s．41．
㈹　Martin　Norr／Frank　J。　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．87．
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㈹　Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．272．
鯛　Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．276，　J．　Olsson／G．
　Rosendahl／H．　Ruijsernaars，　ibid．，　s．134．
㈹　過年度に逆上る償却控除のための定額法適用に関する算式と詳細な具体
　的な計算方法については、S．　Jarnerup－S．　Carbo，　idid，　s．21－27を参照。
㈹　J．Olsson／G．　Rosendah1／H．　Ruijsernaars，　ibid．，　s．134．因みにいえば、こ
　の制度は、企業が一会計期間中に一定の購入価格で購入契約を締結した機
　械・設備が、当該会計期間末に引渡未了で、しかもその期間にそれらの市場
　価格が契約価格よりも低落しており、その後も引き続き低落傾向を辿ると予
　想される場合、契約価格を低落した市場価格まで事前に評価減し、評価減し
　た価格を引渡終了後の償却基準価額とすることを承認した。もっともしばし
　ばこのような措置の対象となったのは、船舶であった。造船業界における国
　際的な規模での不断に激しい価格競争或いは価格低落傾向と、船舶の建造期
　間の長期性とが、その理由であった。例えば企業が、新しい船舶の購入のた
　めに、1957年に1958年引渡の契約を締結した場合、この契約については評価
　減をすることはできないが、1957年に1959年引渡の契約を締結した場合、こ
　の契約については10％、1957年に1960年引渡の契約を締結した場合、この契
　約については15％、1957年に1961年以後引渡の契約を締結した場合、この契
　約については20％の評価減をすることができた。これと同様に企業が、機
　械・設備を購入するために、様々な理由（例えば、その機械・設備の製造過
　程における技術的な特殊性、その機械・設備の利用による特別な経済的な機
　会の入手の可能性、その機械・設備の一過性の品不足等）で、特別に高い価
　格の支払をしなければならない場合にも、企業は、特別な理由による価格騰
　貴分を税務上控除することができた。ここでもこの控除後の価格が、償却基
　準価額となるために、造船業を除いて、実利性は低かった。造船業は、第2
　次世界大戦直後の財貨の払底による物価騰貴の影響をもろに受けていたか
　らである。（Nils　Vasthagen，　ibid．，　del．2，　ss．128－134．）
㈲　Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid，，　pp．276－283．
㈱　Birgitta　J6nsson－Lundmark，　Resulatmatning　och　Bokslutspolitik，
　Studentlitteratur，　Lund，1977，　s．121，
㈲　Gustav　Hedborg，　ibid．，　s．9．
㈹　30％逓減償却法と20％直線法の組合せによる償却控除額の試算に関する
　事例と様々な参考文献については、拙稿「スウェーデンにおける投資準備金
　制度1938－1955」（明治大学短期大学紀要、第61号1997年3月）を参照。Martin
　Schnitzer，　The　Swedish　Investment　Reserves－－A　Device　for　Economic
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　Stabilization，　American　Enterprise　lnstitute　for　Public　Reserach　Washing－
　ton，1967，　pp．57－58，　Sven－Erik　Johansson，　An　Aprisal　of　the　Swedish
　System　of　Investment　Reserves，　International　Journal　of　Accounting，
　Fall，1965，　pp．87－88，　Brigitta　J6nsson－Lundmark，　ibid．，　ss．149　f61jande．，
　OSW．
㈲　Nils　Vasthagen，　Tax　Policy　and　Business　Firm’s　Investment　Activities，
　Skandinaviska　Banken　Quarterly　Review，62　at　70．　July，1957，　Martin
　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　p．84　and　p．271”Martin　Schnit－
　zer，　ibid．，　s．58．
（76）　S．Jarnerup－S。　Carbo，　ibid．，　s．16．
㈹　Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　pp．283－284．
㈹　Martin　Norr／Frank　J．　Duffy／Harry　Sterner，　ibid．，　pp．284－285．
㈹　換言すれば、「拘束償却制度は、……当該資産が、計画的に（planenligt）
　に、経済的に利用可能と見なされる期間中に、償却されるべきことを意味す
　る。この場合、帳簿上の滅価償却と税務上の償却控除との間には、何らかの
　一致がなければならないということは、原則として維持しがたい。［企業が］
　或る年度に税務控除一それは、当該年度の事業活動が損失を示すか或いは
　余剰を示すとしてとしても一を利用しなかったとすれば、この利用しな
　かった控除分を、次年度移行に繰延することが可能である。
　　これに対して自由償却制度の場合、帳簿上の減価償却と税務上の償却控除
　との間には、一致がなければならないということは絶対的に必要である。こ
　のことは、常に、帳簿上実施された減価償却は、課税の場合、有用・有効な
　る控除として見なされることを意味する。損失が発生した年度に或いは利益
　が低い年度に機械を償却しなければならないとしても、この場合［納税者は、
　税務上承認されている］この控除の枚利を、全部或いは部分的に利用するこ
　とができない。そのような場合、かれは、拘束償却制度に移行してもよく、
　帳簿上実施したいと思う償却を行い、税務上許容される償却控除を次年度移
　行に繰延してもよい。これと同様な状況はまた、納税者が、帳簿上の減価償
　却を、かれが拘束償却をする場合には当然なしうる筈の控除額に相当する金
　額よりも、より低い金額で償却することをしたいと思う場合にもまた、生ず
　る。そのような場合、納税者が、より高額な控除を実施しようとすれば、こ
　れは、拘束償却に移行することを通じてのみ行うことが可能である。」（Gus－
　tav　Hedborg，　ibid．，　ss．24－25，0ch　s．79．）
⑳　Per　V．　A。　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to
　the　Problem　of　lnflationary　Profits，　Accounting　Research，　Vol．1，　January
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　1950，p，263．
（81）Per　V．　A．　Hanner，　Prevention　of　Over－Investment　　The　Swedish
　Tax　Experiment，　Accounting　Research，1952，　Apri1，　p．182．
（82）1944年株式会社法の資産評価に関する特別規定。Per　V．　A．　Hanner，　Ac－
　countig　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to　the　Problem　of　Inflationary
　Profits，　Accounting　Research，　Vol．1，　January　1950，　p．259．
（83）J．H．　MacNeil，　Accounting　for　Inflation　Abroad，　The　Journal　of
　Accounting，1961，　August，　p．72．
（84）Per．　V．　A．　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to
　the　Problem　of　Inflationary　Profits，　Accounting　Research，　Vol。1，　January
　1950，p．263．
（85）Per　V．　A．　Hanner，　Accounting　and　Taxation　in　Sweden　in　Relation　to
　the　Problem　of　Inflationary　Profits，　Accounting　Research，　Vo1．1，　January
　1950，p．265．
（86）J．H．　MacNeil，　ibid．，　s．72．この事例は、スウェーデンの巨大株式会社が、
　1938年の「自由償却制度」より1955年に‘恒久化’した「帳簿償却制度」への移
　行という法的措置に伴って、「自由償却制度」と同時に導入されたが、さしあ
　たりは「自由償却制度」に比べて比較的関心の薄かった「投資準備金制度」
　への関心を深め、やがてはこの二つの制度の比較考量により、自己にとって
　最も適切・有利な選択岐をとった過程の一面を示唆している。これに対して
　特別な制限なしに「自由償却」の権利の行使が本格化する戦後には、例えば、
　スウェーデンの著名な電気器機メーカーElectrolux社は、1946年及び1947年
　に「自由償却」の権利を行使して、機械・設備の未償却残高に対して各々74％
　及び「69％の償却をしていたことが明らかとなっている。（The　Taxation　and
　Research　Committee　of　the　Association　of　Certified　and　Corporate
　Accountants，　Accounting　for　Inflation，　A　Study　of　Techniques　under
　Conditions　of　Changeing　Price　Levesl，　Gee　and　Company　Publishers
　Limited，1952，　p．132．）（別表5を参照。）更にまた、かってはスウェーデン
　の伝統的な輸出産業として国際市場に名を馳せたこともある船舶・造船業に
　おける巨大な一株式会社もまた、1億クv一ネの23隻の船舶の簿価を、23ク
　ローネで計上し、「自由償却制度」の恩典を享受した。（Nils　Vtisthgagen，
　ibid．，　del．　II，　ss。84－87．）政府が、「自由償却制度」に対する制限或いはこの
　制度より「帳簿償却制度」への移行措置を余儀なく講じた背景には、このよ
　うな償却の実態があったのである。
（80J．　H．　MacNeil，　ibid．，　P．72．
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㈱　Sidney　Davidson，　Depreciation，　Income　Taxes　and　Growth，　Accountig
　Research，1957，　July．　p．203．
（89）　S童dney　Davidson，　ibid．，　p．203．
⑲0）　Sidney　Davidson，　ibid．，　p．203．
（91）John，　P．　Shelton，　A　tax　Incentive　for　Stabilizing　Business　Investment，
　National　Tax　Journa1，　September，1956，　p．232．
（92）G6ran　Albinsson，　F6retagsvinster－一一ett　samhallsintresse？En　kort
　orientring　om　visnterna　och　deras　plats　i　det　ekonomikska　livet，
　Studief6rbundet　Naringsliv　och　Samhalle，1956，　p．35．
⑬　Sidney　Davidson，　ibid．，　p．203．
（94）　Sideny　Davidson，　ibid．，　p．204．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o⑲5）Ann－Christin och　Ahlqvist／Ewa－Lena　Aberg，　Finansieringsanalysen　i
　redovisningen，　Studentlitteratur，1969，　s．41．
㈹　投資準備金制度の枠組みについては、拙稿「スウェーデンにおける投資準
　備金制度の基本構造1938－1955」（明治大学短期大学紀要、第61号1997年3
　月）、pp．34－37を参照。
むすびに
　スウェーデンは、欧米資本主義諸国の間では、後発資本主義国として、
1870年代頃より遅れた近代的な工業化過程にようやく着手し、第1次世
界大戦の勃発に伴いいち早く中立政策一これもまた第2次世界大戦の
場合と同様に矛盾と苦渋の選択であったが一を世界に向かって表明す
ることによって、戦時利益を手にし、この戦争の終娘時には、特化され
た工業資本主義国として、世界市場の片隅とはいえ、一定の地位を占め
るようになっていた。とはいえこの工業化過程は、さしあたり国民生活
の改善・物的豊かさには直結せず、1920年代に入っても劣悪な労働条件・
疾病・失業等は、不断に労働争議を招いていた。スウェーデンの近代会
計も、このような経済的・社会的な状況に規定されて、その本格的な教
育・研究を開始するのは、1909年のストックホルム商科大学の設立まで
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侯たなければならなかった。それは、当初は、中世期以来同国と密接な
関係にあった主としてドイツのそれより（1）、そして1920年代頃から、同国
の近代会計学の始祖ともいうべき0．Sill6nのアメリカ研修旅行を契機
として、アメリカのそれより影響を受けた。
　同国の近代会計の教育・研究は、1930年代には、もとよりドイツ及び
アメリカの関連の諸文献に依拠しつつも、一方では、0．Sill6nの主著の
一つ「より新しい貸借対照表評価諸原則」（Nyarebalansvarderingsprin－
ciper，　uppl．，1．1931，　uppl．，10，　1970．）に象徴されるように、財務会計領
域における当時のスウェーデンに適合的な財務会計論の形成（貸借対照
表評価原則としての現実容認・現実擁護論としての「景気調整の原則」
の措定）（2＞を、他方では、A．　ter　Vehnの著作の一つ「総原価計算の標準
化．Volvo社、　SKF社、　ASEA社、及びL．　M．　Ericsson社の原価簿記を
考慮して」（Sjalvkostnadsberakningens　Standardisering．　Med　Hansyn
Tagen　till　den　Kalkylerande　Bokf6ringen　hos　Volvo，　SKF，　ASEA　och
LM．　Ericsson，　Handelsh6gskolan，　Gδteborg，1937）（3）（この著作は、
1940年代中葉の著名な「M一プラーネン」の形成に多大な貢献）にみるよ
うに、財務会計と管理会計の領域の結節点としての原価計算論に関する
統一化運動に絡みつつ、スウェーデンに適合的な原価計算論の形成を主
要な関心事として、相対的な独自性を徐々に打ちだしていった。
　それと同時にこの時期には政府が、その経済政策とりわけ不況対抗的
な景気変動政策の一環として会計制度（租税制度）を機能させようとす
る明確な意思の下に、これまでみてきたような「自由償却制度」の導入
等一連の措置を講じた。その結果は、政府の当初の意図はどうあれ、総
体として私的企業の利益留保の増大と設備拡大投資に有利に作用し、私
的企業を税制上特別に優遇することになった。そのため政府が導入した
「自由償却制度」が、一国経済全体に及ぼした影響として景気の過熱・
インフレの助長という失敗に終わったという点で、この制度の欠陥を指
摘する人々もいる。その是非を、様々な視角より問うことも、確かに重
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要な問題であろう。とはいえこの小稿を閉じるに当たって、この小稿の
目的に即してより重要な問題として認識するべきことは、政府が、「投資
準備金制度」等も含めてこの時期に導入した会計制度（租税制度）は、
結果として私的企業に有利に働いたとしても、それは、スウェーデン的
な混合経済体制という制度それ自体に内在する一つの必然性或いはその
限界ではないかということである。スウェーデン的な混合経済体制は、
確かに市場原理を働かせながら、社会全体としての所得と富の分配機構
によって所得と富の分配の公平化を図ろうとする、大胆で偉大な一つの
実験であろう。その実験は、1930年代の社民党政権の大蔵大臣であり経
済学者としても著名なE．Wigforssの主導の下に、経済政策問題のブレ
インの一人として参画したG．Myrdahlの著作の一つ「福祉国家を超え
て」（Beyond　the　Wellfare　State，1960．）に象徴されるように（4）、少な
くてもこのような経済体制が、世界的な規模で拡大・定着することがな
いかぎり、成功の可能性は低い。換言すれば、福祉国家より福祉世界へ
という理想が実現される前提が整わないかぎり、私的企業は、国内的な
競争要因はもとより国際的な競争的な要因によって、私的企業の行動原
理を基本的には貫かざるをえず、「自由償却制度」が、それを導入した政
府の意図からは離れて、私的企業にとって短期的には有利となるような
結果を招来したとしても、それは、こうした経済体制それ自体に内在す
る限界の一つを示唆するように思われる。しかも私的企業は、本稿で問
題としてきた「自由償却制度」のような税制上の手段を積極的に利用す
ることによって、より短期間には多額な利潤を手にし、それを新規投資
の拡大のために充当することができたとしても、私的企業は、自らのた
めに自らを律することができなければ、税制上のこうした手段を利用す
ることによって、より長期的にはその安定的な成長の基盤を自ら喪失す
ることになる可能性ももっているように思われる。
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　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）拙稿「スウェーデンにおける複式簿記の伝来事情」（1）・（2）（明治大学短期
　大学紀要、第36号1985年1月・第37号1985年3月）及び「18世紀中葉より19
　世紀中葉のスウェーデンにおける商業簿記の発展」（1）・（2）・（3）（明治大学短
　期大学紀要、第38号1986年・第39号1987年3月・第44号1989年3月）を参照。
（2＞拙稿「0．Sil16nの貸借対照表評価諸原則論　　その論理構造を中心として
　一」（明治大学短期大学紀要、第63号1998年3月）を参照。
（3）拙稿「スウェーデンにおける近代会計学の形成一概観（1900年より1945
　年まで）　　」（3）（明治大学短期大学紀要、第60号1997年1月）及び「近代
　スウェーデンにおける原価計算論研究の足跡：概観（1900年より1945年ま
　で）」（明治大学短期大学紀要、第65号1999年3月）を参照。
（4）この時期に社民党が、大蔵大臣E．Wigforssの主導の下に、G．　Myrdahlも
　含めて同国の卓越した経済理論家達を参画させて取り組んだ経済政策問題
　の動向と関連の文献は、拙稿「スウェーデンにおける近代会計学の形成」②
　（明治大学短期大学紀要、第59号1996年3月）、pp．147－167の他、特にLars
　Jonung　and　Rolf　Ohlsson（edited），ibid．，702－743を参照。
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別表1．業種別償却の動向
　出典：Nils　Vasthagen，　De　fria　avskrivningarna　1938－1951，　del．1，
　　　　Industrin，　Meddelan　de　Nr　49，　F6retagsekonomiska　Fors・
　　　　kningsinstitutet　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm，　Lund，
　　　　1953，ss．147－149．
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1．3．木工加工・製紙業
mkr
50
40
30
20
10
0
1938
一機　・設備の調達（資）・…　実際の減価償却（自由償却）一・一・一取得原価を基礎とした計画減価償却・一・…再調達原価を基礎とした計画減価償却
?〜
！・’’”
I
．．
D．・，
@＼’
r8
??，
　．5’’’”　・…
T■■，
@　●
噸゜’曜゜”・・…一一・・……．．＿．．
@「一● 一
…” ｱな’・．　　　●●．
ア∫　　の’，L：．・
　　，　　’
C二！，・
40 42 44 46 48
????
40
30
20
10
　　　0501951
347
1．4．大規模織物業
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別表2．帳簿償却制度の事例
　出典：Martin　Schnitzer，　The　Swedish　Investment　Resrerve－A
　　　　Device　for　Economic　Stabilization，　American　Enterprise
　　　　Institute　for　Public　Policy　Research，　Washington，1967，　p．58
　　　　より作成（拙稿「スウェーデンにおける投資準備金制度の基本
　　　　構造　1938－1955」明治大学短期大学紀要、第61号1997年3月、
　　　　P．46．）
機械の取得原価IOO，OOOskr耐用年数5年　残存価額0
年度 償却方法 償　　　却 未償却残高 償却率
1 定率法1 30％　　　30，000skr70，000skr 30．0％
2 定率法 30％　　　21，000skr49，000skr 21．0％
3 定率法 30％　　　14，700skr34，300skr 14．4％
4 直線法 20％　　　20，000skr14，300skr 20．％
5 直線法 20％　　　14，300skr Oskr 14．3％
1．この事例では定率法を適用しているが、例えば、算術級数法等、
　逓減残高償却法であれば、如何なる方法でもよい。
2．5年度目の減価償却累計額は、原始原価を超えないという限定条
　　項による。
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別表3．Borfors社の1967年の新規設備投資と減価償却
　出典　Ann－Christian　Ahlqvist／Eva・Lena　Aberg，　Finansierings－
　　　　　analysen　i　arsredovisningen，　Studentlitteratur，1969，　s．41．
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別表4．工的企業の賃金・減価償却・利潤及び配当　1950－1954
　出典：G6ran　Albinnson，　F6retagsvinster－－ett　samhallsintresse？
　　　　　　En　kort　orientering　om　visnsterna　och　deras　plats　i　det
　　　　　　ekonomiska　lievet，　Studief6rbundet　Naringsliv　och　Sam・
　　　　　　halle，1950，　s．35．
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別表5．Electrolux社の自由償却　1946－1947
　　出典：Taxation　and　Research　Committee　of　the　Association　of
　　　　　　　Certified　and　Corporate　Accountants，　Gee　and　Company
　　　　　　　（Publishers）Limited，1952，　p．132．
年 期首残高 期中取得高 合計 償却費 償即率 期末残高
1946775，7622，498，6693，274，3412，437，10574％ 837，236
1947837，2362，609，3493，446，5832，389，47869％ 1，057，107
